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序     文 
 

パラオ共和国では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化から大量に発生している廃棄物

が埋立処分され、旧首都・コロール州をはじめ各州のゴミ埋立地は典型的なオープンダンプと化

し、周辺環境や公衆衛生に悪影響を与えています。なかでも、中央政府が管理するMドック処分

場は数十年にわたって不適正な埋立管理が継続され、国家財源として重要な産業である観光にも

悪影響を与えているうえ、廃棄物の増加による将来の埋立容量の逼迫が懸念されています。 

このような問題に対処するため、パラオ共和国はわが国に対して、「廃棄物管理改善プロジ

ェクト」を要請し、独立行政法人国際協力機構（JICA）では2005年10月より3年間の予定で「中

央政府及びコロール州を中心として、パラオ共和国の廃棄物対策を講じるためのキャパシティが

強化される」ことをプロジェクト目標とする技術協力プロジェクト「廃棄物管理改善プロジェク

ト」を開始し、活動を行っています。 

本プロジェクト開始から1年7ヵ月が経過し、プロジェクトの中間地点を迎えるにあたり、こ

れまでの活動実績に対する評価を行い、後半のプロジェクト活動に軌道修正の必要がないかどう

か、また、目標達成に向けた課題について関係機関と再確認を実施すべく、JICA地球環境部 第

二グループ 環境管理第一チーム長  大久保 恭子を総括とする中間評価調査団を2007年5月16日
から26日まで派遣しました。 

本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施に

あたって、関係方面に広く活用されることを願うものです。 

ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力頂いた、外務省、環境省、在パラオ共和国日本

国大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表すとともに、引き続き一層のご支援をお願

いする次第です。 

 

平成19年6月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 伊藤 隆文 
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中間評価結果要約表 
 

１．案件の概要  

国 名：パラオ共和国 案件名：パラオ共和国廃棄物管理改善プロジェクト 

分 野：廃棄物 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部第二グループ 協力金額（評価時点）：約1億8,000万円 

先方関係機関： 

 環境保護局（EQPB） 

 資源開発省公共事業局（BPW） 

 コロール州公共事業部廃棄物対策室(PWD-SWM,KSG) 

協力

期間 

（R/D）2005年10月13日～ 

    2008年10月12日 

 

日本側協力機関：環境省 

他の関連協力：2004年9月 廃棄物管理改善（広域）専門家派遣 

１－１ 協力の背景と概要 

パラオ共和国（以下、「パラオ」と記す）では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化

から大量に発生している廃棄物はほとんどすべて埋立処分され、旧首都・コロール州をはじ

め各州のゴミ埋立地は典型的なオープンダンプと化し周辺環境や公衆衛生に悪影響を与えて

いる。なかでも、中央政府が管理するMドック処分場は数十年にわたって不適正な埋立管理

が継続され、国家財源として重要な産業である観光にも悪影響を与えているうえ、廃棄物の

増加による将来の埋立容量の逼迫が懸念されている。パラオ政府のMドック処分場埋立手法

の改善を中心とした技術協力プロジェクトの正式要請を受け、JICAは2005年10月より3年間

の予定で「中央政府及びコロール州を中心として、パラオの廃棄物対策を講じるためのキャ

パシティが強化される」ことをプロジェクト目標とする「廃棄物管理改善プロジェクト」を

開始し、活動を行っている。 

本プロジェクトは本邦民間コンサルタントに委託している技術協力プロジェクトであり、

総括/廃棄物管理政策/制度/処理計画、廃棄物最終処分場管理、組織/財務/人材能力開発/ワ

ークショップ、住民教育/啓発/3Rの4分野で、プロジェクトの進捗状況にあわせ専門家を年に

複数回派遣している。プロジェクトの中間地点を迎えるにあたり、これまでの活動実績に対

する評価を行い、後半のプロジェクト活動に軌道修正の必要がないかどうか、また、目標達

成に向けた課題について関係機関と再確認を実施すべく、今回の中間評価調査を実施した。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

１．コロール州における廃棄物管理の改善が同国内の他の州に普及する。 

２．パラオでの成果・経験がモデルとしてミクロネシア地域の他国に普及する。 

 

（2）プロジェクト目標 

中央政府及びコロール州を中心として、パラオの廃棄物対策を講じるためのキャパシティ

が強化される。 

 

（3）成 果 

１．廃棄物処分量を減少させるための国家の方針が策定される。 

２．コロール州の環境衛生を改善するために既存の不適正な最終処分場管理が改善され

る。 

３．廃棄物管理関連機関の能力向上が図られる。 



（4）投 入（中間評価時点） 

 日本側： 

  専門家派遣 

  研修員受入れ 

 

 

4名 

なし 

 

機材供与 

 現地活動費負担（2007
年5月時点 JICAパラオ

事務所レート：119.03
円=1米ドル） 

 

1,311万3,188円 

8,008万3,384円 

 

 相手国側： 

カウンターパート配置 

  土地・施設提供 

 

8名 

専門家執務室

 

ローカルコスト負担 

 

 

15万6,890米ドル

２．評価調査団の概要 

団長/総括 

 

廃棄物管理計画 

協力企画 

 

評価分析 

 

大久保恭子：JICA地球環境部第二グループ 

      環境管理第一チーム長 

天野 史郎：JICA国際協力専門員 

日浅 美和：JICA地球環境部第二グループ 

      環境管理第一チーム職員 

市川 智子：A&Mコンサルタント有限会社 

 

調査期間 2007年5月16～26日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 

 5項目評価結果について、JICA・パラオ側双方で協議し以下内容を確認した。 

① 妥当性：高い 

本プロジェクトは、パラオ政府や太平洋地域環境計画（SPREP）地域戦略、住民のニ

ーズ等とも一致し、妥当性は高いと判断される。 

② 有効性：普通 

本プロジェクトで位置づけられる3つのプロジェクト成果は、本プロジェクト中間時点

で40％から60％程度の達成済みであり、プロジェクト終了までに、既にプロジェクト目

標の達成が見込まれる。一方で、いくつかのプロジェクト成果の内容と指標及び外部条

件については見直しが必要である。さらに、限られた人材や財源、及び国家廃棄物管理

計画案の策定における具体的な作成手順が見いだされていない状況などプロジェクト目

標の達成に向け、いくつかの懸念がみられる。 

③ 効率性：普通 

日本・パラオ両国からの投入実績と成果の達成状況をみる限り、これまでの本プロジ

ェクトの投入はほぼ適切であったと判断される。 

ただし、プロジェクト成果を達成するために、当初計画にはないが必要となる活動

（「住民啓発活動」や「リサイクル市場調査」等）が複数確認された。 

④ インパクト：正のインパクトが見られる一方で、プロジェクト目標が、プロジェクト

上位目標の達成につながるとはいい難い関係となっている。 

プロジェクト実施による正のインパクト（正の波及効果）が、Mドック埋立処分場内

周辺の環境・衛生面の改善及び廃棄物管理における住民の意識向上などにおいて複数み

られる。他方で、コロール州における廃棄物管理の成功経験をミクロネシア地域諸国へ

普及することは、限られた投入と活動では困難であり、よって、上位目標の達成は一部

困難であると考えられる。 

⑤ 自立発展性：プロジェクト終了後の本プロジェクトの自立発展性確保の見通しがみら

れる。 

パラオ及びコロール州においては、廃棄物管理において、廃棄物管理システムの向

上、カウンターパートの技術面の能力の向上及び住民意識の向上がみられたことが確認

された。これらは、プロジェクトの自立発展性の発現に寄与する要因と考えられる。一



方で、適切な廃棄物管理に必要な予算の確保が必要であることが指摘されているが、そ

の実現性も期待できることから、プロジェクト終了時において、本プロジェクトの自立

発展性の確保は得られるものと見込まれる。 

 

３－２ PDM修正 

 討議議事録（R/D）締結時に合意されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

について、主に以下4点において見直しを行った。 

① ミクロネシア諸国（ミクロネシア、マーシャル）への経験の拡大という記載について

PDMより削除（サモアで実施中の広域廃棄物プロジェクトにより対応することとした） 

② 環境教育/啓発活動のPDM上での明示 

③ SAMLO社によるMドック埋立処分場におけるスクラップ回収活動を、処分場改善工事

実施スケジュールに大きな影響を与えかねない外部条件としてPDMに追加した 

④ その他、当初PDMでは意味が不明瞭であった表現を、より具体的に表示した 

 

３－３ 結 論 

一部活動に遅延がみられたが、計画見直しとそれに基づく今後の投入により、これらの遅

れについてはプロジェクト終了時までには取り戻し、当初プロジェクト目標を達成する見込

みである。総じてプロジェクトは順調に展開していると思われる。パラオ側も限られた資

金・人的資源を最大限投入し（一部投入遅延などはあったものの）、プロジェクト成果の発

現にむけ真剣に取り組んでいることが確認できた。特に、カウンターパートにおいては、本

プロジェクト要請/発足の経緯を十分に理解のうえ、本プロジェクトは処分場改善事業を大き

なコンポーネントとしているが、これはミニ無償資金協力ではなく、あくまでパラオ側が衛

生埋立処分場の整備・運営を自ら理解し習得する経験の場となる、技術協力プロジェクトで

あることを十分理解していた点を確認できた。また、プロジェクト開始以降、廃棄物管理の

改善に向けたパラオ側のコミットメント/努力をみてとれる以下の事象が確認できたことも、

中間評価団として大きな成果であった。 

 

・Mドック埋立処分場を運営維持管理する資源開発省公共事業局内にある廃棄物管理専任

部署の機能強化が政府決定された。 

・容器リサイクルに関する法律（Recycling Law）の成立（2006年10月）を受け、その実施

施行細則整備が進んでおり、近日中に素案がまとまる状況にある。 

・廃棄物管理に必要なコストをリカバリーするための新たな収入源を検討する作業が進展

しており、2007年6月末には政府に対する提言がなされる予定にある。 

・資源開発省公共事業局の予算は、同局が所管するその他公共事業予算と一括して管理さ

れていたが、2008年度予算（2007年10月～）より廃棄物管理用にイヤーマークされた形

で配布されるシステムに変更される予定にある。 

・コロール州において、ゴミの分別・減量をねらうリサイクルプロジェクトが開始され

た。 

 

これらについては、真に実現されるかどうか若干の懸念が残る部分もあるが、いずれ実現

されれば、プロジェクト活動並びに成果に好影響を確実にもたらすものである。このような

外部環境のなかでプロジェクト活動を展開することにより、パラオの廃棄物管理体制が大き

く前進することが期待されるところである。 

 また、3つあるプロジェクト成果の1つである廃棄物管理に係る国家計画案の作成について

は、活動遅延はないもののこれからドラフト作成の本番に入る段階にきたが、その作成方法

が必ずしも明確になっていない。限られた人数の、また数多くの業務を兼任しているカウン

ターパート自身の手で、果たしてどの程度確実にドラフト作成が実現できるのか、現実的な

対応策を急ぎ検討する必要があることが確認された。本国家計画は、パラオにとって長期的

な視点で廃棄物管理をどう展開すべきかを示す非常に重要な国家指針の基となるものであ



る。また、これは、今後の処分場整備方針を示すのみならず先述した容器リサイクル法や廃

棄物コストリカバリー策などを網羅した包括的な内容となるべきものである。したがって、

本計画案の作成をどのように進めるべきか、関係者間で早急に検討を行う必要がある。 

なお、上位目標の達成に向けては、コロール州の廃棄物管理経験を題材に他州の人材育成

をプロジェクト活動として実施することとなっているが、これについては、実際の改善行動

を発現させることを意図した十分に計画された研修の実施と、そのフォローアップ実施（プ

ロジェクト活動内にて）の必要性がパラオ側・日本側双方にて確認された。 
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 ■ミニッツ（M/M）署名 

 

 

 ■中間評価調査結果協議 

 

 ■コロール州公共事業部廃棄物対策室 

 



 



 ■Mドック埋立処分場（ホテル側） 

 

 ■Mドック埋立処分場内周辺の改善前と後（桟橋側） 

  

 

 
■Mドック埋立処分場内周辺の改善前と後（マングローブ側）



 



第１章 中間評価調査の概要 
 

１－１ 中間評価調査団派遣の経緯と目的 

パラオ共和国（以下、「パラオ」と記す）では近年の経済・社会の発展や生活様式の変化か

ら大量に発生している廃棄物はほとんどすべて埋立処分され、旧首都・コロール州をはじめ各州

のゴミ埋立地は典型的なオープンダンプと化し周辺環境や公衆衛生に悪影響を与えている。なか

でも、中央政府が管理するMドック処分場は数十年にわたって不適正な埋立管理が継続され、国

家財源として重要な産業である観光にも悪影響を与えているうえ、廃棄物の増加による将来の埋

立容量の逼迫が懸念されている。パラオ政府のMドック処分場埋立手法の改善を中心とした技術

協力プロジェクトの正式要請を受け、JICAは2005年10月より3年間の予定で「中央政府及びコロ

ール州を中心として、パラオの廃棄物対策を講じるためのキャパシティが強化される」ことをプ

ロジェクト目標とする「廃棄物管理改善プロジェクト」を開始し、活動を行っている。 

本プロジェクトは本邦民間コンサルタントに委託している技術協力プロジェクトであり、総

括/廃棄物管理政策/制度/処理計画、廃棄物最終処分場管理、組織/財務/人材能力開発/ワーク

ショップ、住民教育/啓発/3Rの4分野で、プロジェクトの進捗状況にあわせ専門家を年に複数回

派遣している。プロジェクトの中間地点を迎えるにあたり、これまでの活動実績に対する評価を

行い、後半のプロジェクト活動に軌道修正の必要がないかどうか、また、目標達成に向けた課題

について関係機関と再確認を実施すべく、今回の中間評価調査を実施した。 

 

１－２ 調査団の構成 

団長/総括 大久保恭子 
JICA地球環境部第二グループ 

環境管理第一チーム長 

廃棄物管理計画 天野 史郎 JICA国際協力専門員 

協力企画 日浅 美和 
JICA地球環境部第二グループ 

環境管理第一チーム職員 

評価分析 市川 智子 A&Mコンサルタント有限会社 
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１－３ 評価調査日程 

コンサルタント団員：2007年5月16日（水）～2007年5月26日（土） 

官団員      ：2007年5月20日（日）～2007年5月26日（土） 

日順 月 日 コンサルタント（評価分析） 官団員 場所 

1 5/16 水 日本発→パラオ着 パラオ 

2 5/17 木 

3 5/18 金 

4 5/19 土 

 

5 5/20 日 

 

○ 作業開始 

・ JICAパラオ駐在員事務所/

プロジェクト打合せ 

・ 評価ミニッツ（M/M）案作

成 

・ アンケート回収 

・ インタビュー/現場調査 

・ パラオ側関係者へのプロジ

ェクト・サイクル・マネー

ジメント（PCM）手法に

基づく評価5項目及び中間

評価手法の説明 

・ 団内打合せ 

日本発→パラオ着 

団内打合せ 

6 5/21 月 ○ JICA事務所表敬 

○ 資源開発省大臣、コロール州知事表敬 

○ プロジェクトカウンターパート（C/P）及び専門家合同によ

るプロジェクト活動、実績、5項目に基づく自己評価、課題

と今後の対策の発表（プレゼンテーション） 

7 5/22 火 

8 5/23 水 

9 5/24 木 

○団内協議 

○評価M/M協議 

①各活動・成果項目別の指標の達成度を協議 

②評価5項目による評価を協議 

③上記結果を基に評価M/Mの最終化作業 

→評価M/Mの先方機関への提出 

○Mドック埋立処分場視察（23日（木）午前） 

10 5/25 金 ○ ステアリング・コミッティー開催（評価報告会、M/M署名） 

○ 帰国報告（JICA事務所、在パラオ日本国大使館） 

 

11 5/26 土 パラオ→日本帰国  

 

１－４ 主要面談者 

 主要面談者を以下に取りまとめて示す。 

 

<パラオ側> 

(1) 環境保護局（EQPB） 

Mr. Donald Dengokl, Supervisor, Compliance Section, EQPB 
 

(2) 資源開発省公共事業局（MoRD-BPW） 

Hon. Fritz Koshiba, Minister, Ministry of Resource and Development 
Mr. Calvin Ikesiil Jr., Manager SWM, Bureau of Public Works, MoRD-BPW 
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(3) 財務省 

Mr. Casmir E. Remengesau, Financial and Management Advisor 
 

(4) コロール州 

Hon. Yoshitaka Adachi, Governor, Koror State 
Mr. John Ngiraked Jr., Manager, Solid Waste Management, Koror State 
藤 勝雄（Fuji Katsuo） 公共事業部廃棄物対策室 コンサルタント 

 

(5) 環境教育・住民啓発会議（PEEC）メンバー 

Ms. Kliu Basilius, Environmental Outreach Officer, EQPB 
Ms. Eileen Babauta, Educator, Koror State Public Works, Koror State 
Ms. Barah Skang, Educator, Koror State Public Works, Koror State 
 

<日本側> 

(1)在パラオ共和国日本国大使館・総領事館 

中村 圀夫 臨時代理大使 

 

(2) JICAパラオ駐在員事務所 

野津 善男 所 長 

相園 賢治 企画調整員 

 

(3) 専門家 

金谷  茂 総括/廃棄物管理政策・制度・処理計画 

纐纈 卓也 廃棄物最終処分場管理 

神下 高弘 組織・財政・人材能力開発・ワークショップ 

深沢 信一 住民教育・啓発3R 
 

１－５ 中間評価の方法 

(1) 合同評価委員会の結成 

評価の公平性と、客観性を確保するために、日本側調査団とパラオ側評価委員による合

同評価委員会を結成して、評価調査を実施した。パラオ側の評価委員は、以下の5名である。 

 

<パラオ側委員> 

Hon. Fritz Koshiba, Minister, Ministry of Resource and Development 
Hon. Yoshitaka Adachi, Governor, Koror State 
Mr. Calvin Ikesiil Jr., Manager SWM, Bureau of Public Works, MoRD-PBW 
Mr. Donald Dengokl, Supervisor, Compliance Section, EQPB 
Mr. John Ngiraked Jr., Manager, Solid Waste Management, Koror State 
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(2) 評価項目・評価の方法 

1) データ収集 

評価にあたっては、日本側及びパラオ側で形成された評価チームにより現地調査を行

い、さらに、プロジェクトのC/Pや関係者へのアンケート及びインタビューに基づき、評

価分析のための情報の収集を行った。 

 

2) 評価項目 

a) プロジェクト実績の検証 

プロジェクトの実績については、討議議事録（R/D）、プロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）及び活動計画書（PO）における投入、活動、成果及びプロジェク

ト目標の実績や達成状況に基づき、事業を実施した結果、何が達成されたかを把握し、

達成度合いについて検証を行った。 

 

b) 5項目評価 

5項目評価は、JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004年3月）に準拠し、評価5項
目による評価を行った。各項目についての説明は下記に示す。 

 

① 妥当性 

予定されているプロジェクトの、プロジェクト目標、上位目標が有効であるかど

うかを検討する（パラオ側の廃棄物管理及び開発政策、受益者ニーズ・実施機関ニ

ーズとの整合性、計画設定の妥当性、援助国の支援政策との整合性等）。 

 

② 有効性 

プロジェクトの「成果」の達成度合い、及びそれが「プロジェクト目標」の達成

度にどの程度結びついたかを評価・検討する。 

 

③ 効率性 

「成果」と「投入」の関係に基づき、予定されているプロジェクトの「投入」か

ら生み出される「成果」の程度を把握する。ここでは、各投入の質、量、タイミン

グ等の適切さ及びJICAや他の援助関連機関の協力形態に関する投入について検討

する（派遣専門家、カウンターパート配置、機材の供与、ローカルコスト、現地活

動費等）。 

 

④ インパクト 

プロジェクトが実施されたことによる直接的、間接的な正・負の影響を検討する。

上位目標は「期待される正の効果」として、効果のひとつととらえる。 

 

⑤ 自立発展性 

自立発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを

検討する（政策・制度、組織・財政、技術、社会経済的側面等）。 
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第２章 調査結果 
 

２－１ プロジェクトの実施体制・プロセス 

 本プロジェクトでは、下記の4つの観点により事業実施体制がおおむね良好に機能していると

判断され、実施プロセスにおいても大きな問題点が見られなかった。 

 

(1) カウンターパート（C/P）の配置状況 

C/Pの配置は、２－２(2)で述べるとおり、プロジェクト・ダイレクター及び副プロジェ

クト・ダイレクターの交代はあるものの、プロジェクト・マネージャー及び担当のC/Pは継

続的にプロジェクトに配置され、資源開発省（MoRD）、環境保護局（EQPB）、コロール

州（KSG）からもプロジェクト活動の中心的な役割を担う担当者がそれぞれ各1名配置され

ている。プロジェクトを実施するにあたって、大きな問題はなく、これまでのところ適切な

配置であると判断される。 

 

(2) マネジメント体制及びモニタリング体制 

日本人専門家とC/P間でのコミュニケーションに関しては、ステアリング・コミッティー

（St/C）、テクニカル・コミッティー（T/C）、及び環境教育・住民啓発会議（PEEC）等が

設置されており、これらの会議をとおして良好なコミュニケーションが維持されている。こ

れらの各会議の開催回数を表２－１に示す。 

 

表２－１ 会議回数 

会議名 回 数 

ステアリング・コミッティー（St/C） 4 
テクニカル・コミッティー（T/C） 27 
環境教育･住民啓発会議（PEEC） 24 

出所：プロジェクトによる報告 

 

これらの上記会議は、本プロジェクト実施体制において大変重要な役割を占めており、

今後も有効に活用され、効果的な運営が期待される。 

また、専門家チーム及びC/Pで合同評価チームを編成し、制度・社会、組織、個人レベル

についての評価項目を設定し、定期的に、キャパシティ評価を行っている（付属資料１．

M/M ANNEX 2-2 ACIEVEMENT OF PROJECT PURPOSEを参照）。専門家チームとC/Pは、定期的

にプロジェクトの実施状況について、協働でモニタリングを行い、未改善の課題について能

力強化を図っていることから、専門家チームとC/Pは良好なコミュニケーションの下、協議

を重ね、共通の課題に取り組む体制が機能していると評価される。 

さらに、JICAパラオ駐在員事務所では、St/C及びT/C、PEEC等の打合せに所長はじめ案

件担当者が積極的に出席し、分任監督者としてプロジェクトの進捗等を適宜確認しているこ

とが本中間評価調査団により確認された。 

前述した、St/C及びT/Cの開催状況及び関係者間のコミュニケーション、キャパシティ評

価の実施状況及び実績、並びにJICAパラオ駐在員事務所の分任監督の状況より、本プロジ

ェクトにおけるマネジメント体制及びモニタリング体制はおおむね良好であり、さらに、体
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制の課題や対策についての認識が共有されていることから、今後、より適切かつ効果的なプ

ロジェクトの実施が期待される。 

 

(3) 上位関係機関等の関係組織の理解度 

資源開発省大臣及びコロール州知事が配置されており、プロジェクトのSt/Cの議長、副議

長としてプロジェクトの進捗について適宜確認、指導力を発揮している。ただし、実施レベ

ルのC/P側からは政策・財政的な支援やバックアップ（後方支援）などの不足が指摘されて

おり、本調査団のM/Mに現状を記載し、今後の改善を伝えた。 

 

２－２ プロジェクトの投入実績 

 現時点では、おおむね当初計画どおりに投入が実施されている（付属資料１．M/M ANNEX 1 

INPUT FROM PALAU SIDE AND JAPANESE SIDEを参照）。以下に、プロジェクト中間時点までの投

入実績を示す。 

 

(1) 日本側投入 

1) 専門家派遣 

本プロジェクトにおける日本人専門家は、「総括/廃棄物管理政策・制度・処理計画」、

「廃棄物最終処分場管理」、「組織・財政・人材能力開発・ワークショップ」、「住民

教育・啓発3R」分野においてそれぞれ1名ずつ計4名、合計25.4M/M（1年次・2年次合

計）派遣された（付属資料１．M/M ANNEX 1-2-2 Dispatch of Expertを参照）。 

 

2) 機材供与 

技術移転及びMドック埋立処分場改善に必要な各種機材を中心に、2005年度末までに、

11万167.09米ドル（約1,311万円分）が供与された（2006年度の機材供与はなし。1米ドル

=119.03円。2007年5月時点JICAパラオ駐在員事務所レート）。 

 

3) 研修員受入れ 

本プロジェクトにおける本邦への研修員受入れはない。 

 

4) 現地活動費 

2005年度15万8,900米ドル、2006年度51万3,900米ドル、合計67万2,800米ドルが現地業

務費として支出された。内訳は、表２－２に示すとおりである。 

 

表２－２ 現地業務費実績（米ドル） 

 2005年度 2006年度 合 計 

一般現地活動費 23,200 81,600 104,800
Mドック改善工事費 119,300 402,400 521,700
現地再委託費 16,400 29,900 46,300
合 計 158,900 513,900 672,800

出所：プロジェクトによる報告 
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(2) パラオ側投入 

1) カウンターパート(C/P) 
表２－３に示すとおり、本プロジェクトにはパラオ側からプロジェクト・ダイレクタ

ー、副プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネージャー及び、テクニカルカ

ウンターパート計8名のカウンターパート（C/P）が投入されている。プロジェクト開始

後、プロジェクト・ダイレクター及び副プロジェクト・ダイレクター等の役職者につい

ては一部変更があったものの、プロジェクト・マネージャー以下C/Pは継続的に配属され

ている。 

 

表２－３ パラオ側C/Pの変遷 

技プロでの役割 役 職 
IC/R, 2005年11月/

P/R1, 2006年3月 

P/R2, 2006年9月/ 

P/R3, 2007年3月 
2007年4月現在

Project Director 
Director, Bureau 
of Public Works, 
MoRD 

Masasinge Arurang Joachim Reklai Techur 
Rengulbai 

Deputy Project 
Director 

Director, Koror 
State Public 
Works 

Ignatio Morei Isaias Oiterong Isaias Oiterong

Project Manager 
Manager SWM, 
Bureau of Public 
Works, MoRD 

Calvin Ikesiil Jr. Calvin Ikesiil Jr. Calvin Ikesiil 
Jr. 

Technical 
Counterpart 

Supervisor, 
Compliance 
Section, EQPB 

Donald Dengokl Donald Dengokl Donald 
Dengokl 

 
IWP, 
Coordinator, 
OERC 

Joseph Aitaro Joseph Aitaro Joseph Aitaro 

 

Manager, Solid 
Waste 
Management, 
Koror State    

John Ngiraked Jr. John Ngiraked Jr. John Ngiraked 
Jr. 

 

Division of 
Environmental 
Health, Ministry 
of Health 

Tmekei Ellis Tmekei Ellis Tmekei Ellis 

 

M-Dock 
dumpsite, 
Bureau of Public 
Works, MoRD 

Jenkins Emesiochel Jenkins 
Emesiochel 

Jenkins 
Emesiochel 

IC/R：着手報告書、P/R：進捗報告書 

出所：プロジェクトによる報告 
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なお、公式にC/Pとして任命されてはいないが、本プロジェクト活動の一部である環境

教育・住民啓発活動における、環境教育・住民啓発会議（PEEC）に参加している廃棄物

管理関連職員がおり、表２－４に示すとおりである。特に、Ms．Kliu、Ms．Eileenは
PEECの開催準備、活動実施を担うワーキンググループメンバーであり、2006年11月ごろ

からの環境教育・住民啓発活動の中心的役割を果たしている。 

 

表２－４ C/P以外の技プロへの主要参加者  

氏 名 役 職 
プロジェクト

参加開始時期
備 考 

Kliu Basilius 
Environmental 
Outreach Officer, 
EQPB 

2006年10月 
2006年10月ごろEQPBに雇

用された。 

Eileen 
Babauta 

Educator, Koror State 
Public Works 2006年6月 

2006年6月ごろKSGに雇用

された。 

Barah Skang Educator, Koror State 
Public Works 2006年7月 

2006年6月ごろKSGに雇用

された。 

出所：プロジェクトによる報告 

 

2) 第三国研修（SPREP開催「都市廃棄物処理ワークショップ」） 

2007年2月15日より同年3月13日の間、太平洋地域環境計画（SPREP）により開催され

た「都市廃棄物処理ワークショップ」へ、表２－５に示す2名の廃棄物管理関係職員が派

遣されている。当初、SPREP開催ワークショップへの本プロジェクトによる派遣は計画

されていなかった。しかし、企画された研修内容が、廃棄物管理の体系的な解説、最終

処分場の衛生埋立方式及び準好気性埋立方式等、パラオの職員の廃棄物管理に関する能

力開発に大いに貢献する内容であるとの判断から、派遣が実施された。 

 

表２－５ 第三国研修への研修員派遣 

参加者名 所   属 

Mr. Vernon Basilius アイライ州処分場職員 

Mr. Dudley Uro 公共事業局、Mドック埋立処分場職員 

出所：プロジェクトによる報告 

 

3) 施設・機材 

コロール州政府により、公共事業部の廃棄物対策室の一部がプロジェクト事務所（専

門家執務室）として提供されている。 

また、元シニアボランティアの支援により、パラオと歴史的な交流のある日本の自治

体に協力を依頼し、PWD-SWM, KSGに対して中古のゴミ収集車が無償供与された。収集

車は、三重県経由亀山市より1台、栃木県業界団体経由の民間業者より4台、東京都港区

より1台の合計6台で本プロジェクトの廃棄物管理における廃棄物の収集・運搬に大いに

役立っている。 
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4) ローカルコスト 

プロジェクトによる報告（付属資料１．M/M ANNEX 1-1 Inputs from Palau Sideを

参照）によると、パラオ共和国資源開発省公共事業局（MoRD-BPW）及びコロール州政

府の廃棄物管理に係る予算・支出を基に、パラオ側負担により、2005年度に6,309米ドル、

2006年度に13万581米ドルの合計15万6,890米ドルが支出されている。 

 

表２－６ ローカルコスト実績（米ドル） 

 2005年度 2006年度 合 計 

合 計 6,309 130,581 156,890 

出所：プロジェクトによる報告 

 

なお、PWD-SWM, KSGは、知事（2006年1月就任）の承認の下に「リサイクル･分別収

集促進プロジェクト（KSGプロジェクト）」を州独自に進めている。本プロジェクト成

果の1つである「廃棄物処分量を削減するための国家廃棄物管理計画（案）」については、

実現性と持続性のある分別収集やリサイクルの戦略と活動計画を盛り込む必要があるこ

とから、本プロジェクトは、プロジェクト活動の一部として、このKSGプロジェクトへ

の支援を行っている。KSGプロジェクトの2006～2007年の予算は別途確保されており、

これは、今後プロジェクト活動に関連する予算であるため、各年度の予算と用途を表２

－７に示した。 

 

表２－７ KSG分別収集・リサイクル促進プロジェクト予算 

年 度 予 算（米ドル） 用 途 

2006 約16,000 
リサイクルセンターの機材購入（小型重

機、再生可能資源梱包機材、集中型コン

ポスト化機材等） 

2007 約20,000 リサイクルセンターの建設費用 

出所：プロジェクトによる報告 

注：KSGの年度は各年1月からの12ヵ月間である。 

 

２－３ 各成果別達成状況 

２－３－１ 成果１：国家廃棄物管理計画（案）策定 
(1) 概 要 

成果１の内容は廃棄物処分量を削減するための国家計画の策定である。パラオのよう

な島嶼国では物理的、社会的な制約から廃棄物処分を行う土地の確保が極めて困難であ

る。また、生活物資や消費耐久財のほとんどを外国からの輸入に頼っており、消費後の

物品や容器梱包材はすべて島内に捨てられている。したがって、廃棄物を発生源からい

かに削減し、最終処分量を減らすことができるかが大きな課題である。 

パラオでは外国人コンサルタントによって作成された固形廃棄物管理計画（案）1がある

が、パラオのような島嶼国の実態に即したものにはなっておらず、今後の方向性を指し

                             
1 Integrated Solid Waste Management Plan (ISWMP), 1999 
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示すパラオ独自の国家計画の策定が必要かつ急務である。また、2005年に大洋州地域で

採択された廃棄物地域戦略2において、パラオを含む加盟各国は自国の国家廃棄物管理基

本計画の策定を謳っている。 

PDMで明記されている成果１の活動としては以下がある。 

① 廃棄物発生抑制、削減のための方策の策定 

② 総括的廃棄物管理戦略及び行動計画（案）の策定 

プロジェクト目標である「中央政府及びコロール州の廃棄物管理のキャパシティ向

上」を達成するために、成果1では国家計画（案）策定のプロセスを通じた計画能力の向

上や成果としての廃棄物管理のための計画や制度の構築を意図している。 

 

(2) 中間評価時までの実績 

2005年度実績 

 プロジェクト実施に係るベースラインデータの収集 

 再委託用仕様書作成及び契約 

 廃棄物管理関連法・計画のレビュー（再委託） 

 既存の固形廃棄物管理計画案（Integrated Solid Waste Management Plan）の見直し 

 島嶼国パラオに適した「国家廃棄物処理基本政策及び行動計画（以後、「国家廃棄

物管理計画」と記す）」案の素案の検討 

2006年度実績 

 「国家廃棄物管理計画」案の素案の検討（継続） 

 （活動追加）コロール州独自のイニシアティブである分別収集・リサイクル促進プ

ロジェクトへの支援（再委託による分別ステーション建設） 

 国際リサイクル市場の将来予測 

 廃棄物発生抑制のための対策（案）策定 

 

(3) 達成状況及び今後の課題 

成果1に対する活動においては現時点で特に遅延は認められない。これまでの活動では

既存の資料や新たな調査結果を基に、パラオにふさわしい廃棄物管理の方向性は何かと

いうことを、テクニカル・コミッティーを中心に議論を続けてきている。また、国家廃

棄物管理計画へのフィードバックを行うためにコロール州が独自のイニシアティブで実

施する分別収集及びリサイクルの活動に対する支援を行った。 

一方で、パラオ側の廃棄物管理に係るいくつかの動きがあり、プロジェクトと同時並

行する事象をどのように国家計画のなかに取り込み反映してゆくかが今後の大きな課題

である。例えば以下の項目などである。 

 リサイクル法の成立（2006年10月）とその施行 

 コロール州独自のリサイクル・イニシアティブ（2006年4月から） 

 外国業者によるスクラップメタル・大型廃棄物の回収（2006年10月契約） 

 将来の最終処分方針の検討とMドック処分場の閉鎖 

                             
2 Solid Waste Management Strategy for the Pacific Region, adopted on 15 September 2005 
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 政府内新財源検討タスクフォースの提言（2007年6月予定） 

プロジェクトのスケジュールでは2007年度中に国家計画のドラフトを策定することに

なっている。廃棄物管理検討作業は、これまでの議論に加えて広範囲なステークホルダ

ーとの協議や意見調整が必要になってくる。また実際にだれがドラフトを執筆するのか

といった実務的な作業を含めてドラフト策定の実施体制やスケジュールを定め、関係者

間で早急に合意を得ながら進めてゆく必要がある。 

 

２－３－２ 成果２：廃棄物処分の改善 
(1) 概 要 

成果２の内容は「既存の廃棄物処分方法が改善されコロール州の環境衛生リスクが低

減される」ことである。コロール州はパラオの人口の7割が集中する旧首都であり、パラ

オ最大の産業である観光の拠点である。Mドック処分場は市街地から5分に立地し、東側

にはマングローブが群生しており、日本政府が無償資金援助で建設したパラオ国際サン

ゴ礁センターをはじめ、周辺にはホテル、レストラン、ダイブショップなどが隣接して

いる。Mドック処分場は数十年にわたって使用され続けており、オープンダンプの状態で

極めて劣悪な状態にあったため、自然環境及び周辺住民（観光客含む）に多大な悪影響

を及ぼしていた。 

成果２の具体的な活動としてはPDM上に、 

① Mドック処分場の改善計画の立案と実施 

② 適正な運営管理を行うための運営管理マニュアルの作成 

が明記してある。 

プロジェクト目標に対しては、成果２では既存のMドック処分場の改善及び運営管理の

改善を通じて最終処分場管理能力の向上を意図している。それによりパラオ側で将来の

廃棄物処分場建設及び運営管理を独力でできるようにすることが、本プロジェクト形成

当初からの目的である3。 

 

(2) 中間評価時までの実績 

2005年度実績 

 Mドック処分場に関する調査 

 廃棄物層掘削調査及び水質分析 

 Mドック処分場の測量 

 全体改善計画の立案 

 詳細設計 

 入札図書の作成及び入札（工事契約はJICAパラオ駐在員事務所） 

 第一期工事の施工監理（工事は現地業者が請負） 

 

                             
3 「パラオ共和国廃棄物管理改善プロジェクト形成調査報告書」（平成16年9月）、及び「事業事前評価表」（平成17年5

月）参照。 
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2006年度実績 

 二期工事該当箇所の測量 

 詳細設計（ステージ1、ステージ2） 

 入札図書（ステージ1、ステージ2）の作成及び入札（契約はJICAパラオ駐在員事

務所） 

 第二期工事ステージ1の施工監理（工事は現地業者が請負） 

 自然災害による法面崩壊箇所の調査 

 修復計画の策定及び設計 

 再委託図書の作成及び見積り徴収（再委託） 

 修復工事の施工監理（工事は現地業者が請負） 

 第二期工事ステージ2の施工監理（工事は現地業者が請負） 

 Mドック処分場運営管理マニュアル・ドラフトの作成 

 

(3) 達成状況及び今後の課題 

成果２の主目的であるMドック処分場の改善は遅延が認められるものの、2007年度には

完成見込みである。現在までに北側のアクセス道路及び洗車設備、東側、南側及び西側

の堰堤の整形と法面保護工事が終了し、南側の浸出水貯留池も設置されている。2007年
度のステージ3工事では北側堰堤の整形、埋立区域全体の浸出水集排水管及びガス抜き管

の設置工事が行われる予定である。 

また、2006年度の後半に実施された東側法面の修復工事についても修復工事後は問題

のないことが確認されている。 

パラオ側の投入として、以下が提供されている。 

 覆土材（3万1,500米ドル） 

 工事資材（2万米ドル） 

 造成工事重機（1万1,250米ドル） 

さらに、2007年度の第三期工事についても覆土及び浸出水集排水管周りの砕石の供給

が約束されている。これらのインプットは実施協議で合意されたものではなく、パラオ

側の自助努力によるものであり、評価できる。 

第一期及び第二期工事の完了により周辺の環境衛生は大きく改善されている。美観が

著しく改善されたこと、悪臭やハエの発生が大きく削減されたこと、マングローブ側の

水質が改善されたことなどが確認された。C/P機関によれば周辺住民からの苦情も減った

との報告がある。改善工事は新聞等でも大きく報道され、一般市民の知るところとなっ

ている。今後第三期工事が完了すれば更に環境衛生が改善される見込みである。 

活動の②に関しては運営管理マニュアルのドラフトが作成されている。しかしながら、

主要なC/Pの1つであるコロール州がドラフトの策定過程で参画していないため、今後コ

ロール州の意見も入れた形で最終化する作業が必要である。また、現場で実際に使いな

がら随時改訂していかなければならない。 

今後のプロジェクト期間内に成果２を達成するためには以下の3点の課題に留意してい

く必要がある。 
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① 処分場の適正な運営管理 

Mドック処分場が改善されたあとも適正な運営管理が継続されなければならない。

そのためには埋立管理技術をC/P機関が習得することに加えて、運営管理に必要な予

算措置がきちんとなされることが必須条件である。また、供与されたポータブル・

トラックスケールを十分に活用し、必要なデータの収集と分析を行うことが求めら

れる。パラオ側が最終処分の将来計画を立案するためにも重要なデータとなる。 

② スクラップメタル回収作業との調整 

外国業者によるスクラップメタルなどの回収作業がMドック処分場内で行われてい

る。これはパラオ政府との契約で民間業者によるパラオのスクラップメタルの回収

を5年間認めたものである。Mドック処分場については契約後半年以内（2007年7月ま

で）に回収作業を終了する義務がある。したがって、回収作業との調整が必要であ

り、かつ、回収作業が遅延する場合には工事に支障が出ることも避けられない。 

③ 外部条件の制約 

Mドック処分場の運営管理に関しては、PDM外部条件として「中央政府からコロ

ール州に移管されること」がある。しかしながら、将来の最終処分の方針が議論さ

れ、これから策定される国家廃棄物管理計画のなかに含まれることとなるうえで、

資源開発省の廃棄物部署の組織体制が拡充され今後も引き続き処分場の運営に関し

ての責任をもつ可能性が高いこと、Mドック処分場閉鎖以降の処分場については、コ

ロール州以外の州に設置され、そこに最大排出者であるコロール州の廃棄物が最終

処分される可能性が高いこと、などを考慮すると、Mドック処分場の運営管理は中央

政府が所掌業務として留めておくのが望ましく、本外部条件はそぐわなくなってい

る。 

 

２－３－３ 成果３：廃棄物関連部署人材の教育訓練 
(1) 概 要 

成果３の内容はパラオ及び他のミクロネシア地域の国（ミクロネシア及びマーシャル

を対象4）の廃棄物行政に携わる組織の人材育成である。具体的な活動としては、 

① 廃棄物関連組織のキャパシティを評価し、キャパシティを向上させるための対象項

目を設定する。 

② ワークショップやセミナーなどを含む教育訓練計画を策定し実行する。 

③ 他のミクロネシア諸国（ミクロネシア及びマーシャル）を含む研修員に技術的な支

援を行う。 

の3つの活動がPDMで記載されている。 

キャパシティの向上は成果１から成果３を通じて総合的に意図しているが、ここでは

廃棄物管理にかかわるキャパシティのうちで特に個人及び組織レベルのキャパシティ向

上を意図し、さらにその結果として社会（一般市民）への啓発を長期に実施できるよう

な人材の育成を含んでいる。研修計画の策定と実施、さらに研修後の研修員の技術的支

援を行うこととしている。 

 

                             
4 実施協議 M/M（2005 年 5 月 19 日付）の 2. Project Area 参照。 
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(2) 中間評価時までの実績 

2005年度実績 

 廃棄物管理に関するキャパシティ評価、並びにプロジェクト期間中に達成可能な改

善目標項目を設定 

 第2年次以降実施予定のパラオ国内関係者ワークショップの計画の策定 

 ミクロネシア及びマーシャルの関連機関を対象とする地域ワークショップの計画の

策定 

2006年度実績 

 廃棄物管理に関するキャパシティ評価（モニタリング）の実施 

 PEECの設置と環境啓発運動の実施 

 第1回国内ワークショップの実施 

 小規模パイロットプロジェクトの準備（調査） 

 （小活動削除）ホームコンポスト・パイロットプロジェクト 

 （小活動削除）コロール州ゴミ収集運搬改善パイロットプロジェクト 

 

(3) 評 価 

成果３の活動のうち、活動①についてはキャパシティ評価が実施され、これまでもモ

ニタリングが継続されておりプロセスに特に遅れはない。 

活動②のうちの国内ワークショップは2006年度に実施され、2007年度についても5月末

に実施された。コロール州を除く15州のうち14州から研修の参加があり、既に指標をク

リアしている。一方、地域ワークショップについては実施が2006年度から2007年度に変

更されている。その理由はMドック処分場の工事の遅延により処分場研修の主目的である

浸出水集排水管やガス抜き管の設置時期が2007年度にずれ込んだことによるものである。

地域研修は2007年6月に予定されており、ミクロネシア及びマーシャルから研修員を招へ

いすることが決まっているが、今後は地域連携も踏まえたより効果的な実施が求められ

ている。 

活動③については、国内ワークショップに対するフォローの不足と重要性がC/Pより提

起された。今後この活動をより充実させることが必要である。また、地域ワークショッ

プの研修員フォローについては残りのプロジェクト期間では物理的な困難さなどもあり

達成が困難であるとの懸念が強い。 

PDMには個別の活動としてあげられていないが、成果の横断的な活動として環境教

育・市民啓発のための能力向上が行われている。この活動についてはパラオ側の意欲及

び参画が顕著であり、評価できる。 

成果３を達成するための課題は以下である。 

① 国内ワークショップのコロール以外の州からの研修員の能力向上のためのフォロー

アップ 

② 地域ワークショップの開催とミクロネシア及びマーシャルの研修員のフォローアッ

プ 

③ 処分場パイロットプロジェクトの計画・実施とキャパシティの向上 

国内の研修員のフォローアップについてはコロール州C/Pよりコロール州での活動を通
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じて行うことが提案されている。また、ミクロネシア地域の他の国からの研修について

は2007年度の研修実施は決定しているものの、今後の計画についてはサモアでJICAが実

施中の広域プロジェクトとの関連から地域全体として協力の再検討が必要である。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価5項目による分析 

以下記す評価5項目については、日本側調査団とパラオ側評価委員による合同評価委員会で合

意した評価結果である。 

 

３－１－１ 妥当性 
妥当性は高い。 

本プロジェクトは、下記(1)から(3)に詳述するとおり、パラオ政府やSPREP地域戦略、わ

が国の援助政策及び住民のニーズ等とも一致し、妥当性は高いと判断される。 

 

(1) 相手国のニーズ 

コロール州の廃棄物の大半を埋め立てていたMドック処分場は、かつては、ゴミ露出面積

が広く、廃自動車や廃家電、建設廃材、有害物質を含む廃棄物が増加傾向にあり、悪臭、火

災、ゴミの散乱が見られ、環境・衛生の状態が極めて悪かった。また、Mドック処分場はマ

ングローブの群生地にも面しており、そこへ有機物を多く含んだヘドロが堆積し、自然環境

の悪化も見られた。このように、パラオでは、廃棄物管理の問題による住民の生活や健康及

び安全面への影響及び環境への影響が懸念されてきた。 

以上に述べたようなプロジェクトが開始される前の状況と比べ、本中間評価調査の時点

（2007年5月）では、Mドック処分場改善工事の進捗により、以前のような悪臭がなくなり、

景観が整うなど、環境・衛生に対する改善がみられる。また、環境教育・住民啓発の活動を

通じて、適正な廃棄物管理に対する国民の関心は高まりつつあり、パラオにおける今後の適

正な廃棄物管理が期待される。したがって、本プロジェクトは、廃棄物管理におけるパラオ

のニーズに一致していると評価される。 

 

(2) 相手国政策との整合性 

パラオにおける「国家開発計画2020」（1996年策定）は、長期的な開発課題・戦略とし

て、農業、漁業、観光、土地利用、環境管理（自然環境管理・汚染防止）、社会開発（労働

市場、人的資源開発、保健衛生）を掲げており、持続的な経済成長とともに、自然環境保護

/強化を前提とした重点課題を定めている（「JICA国別事業実施計画パラオ」より）。 

本中間評価調査において、パラオの廃棄物管理における関連法制度、及び大洋州におけ

る関連する地域戦略・プログラムが、表３－１のとおり確認された。よって、本プロジェク

トはパラオの廃棄物管理の政策に整合する。 

 

表３－１ パラオ国及び大洋州における廃棄物管理に関する法制度、地域戦略・プログラム 

【パラオ国及びコロール州】 

- 環境保護法：Environmental Quality Protection Act 24 PNCA 
- 環境保護規則：Environment Quality Protection Board Regulation  
- デポジット課金制度：Recycling Act (deposit system on beverage containers) 
- コロール州分別収集・リサイクル促進プロジェクト：KSG Recycling Project 
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【大洋州地域戦略・プログラムなど】 

- 太平洋地域環境計画（地域戦略）：SPREP Regional Strategy（Solid Waste Management 
Strategy for the Pacific Region） 

- ミクロネシア・チャレンジ：Micronesian Challenge (Sub Regional Program for Protecting 
Environment) 

- 大洋州諸島リサイクルイニシアティブ：PIRRIC (Pacific Islands Regional Recycling 
Initiative Committee) 

 

３－１－２ 有効性 

有効性は普通である。 

プロジェクトの有効性を判断するために、まず、PDM（Ver.01）のプロジェクト目標指標

「プロジェクト終了時に、開始時に比べて、キャパシティ向上目標項目の7割以上が改善され

る。目標項目についてはプロジェクト開始後に、C/Pと協議のうえ決定する」に基づき、本プ

ロジェクトの目標を達成するために設定されている3つの成果の達成状況より実績を検証し、

各々の成果の貢献度合いを検討した。 

各成果の実績については、付属資料１．M/M ANNEX 2-3 ACHIEVEMENT OF OUTPUTSに示す

とおりである。本評価調査で、日本側・パラオ側の評価調査チームにより、3つの成果の実績

に対して達成度を評価した結果、これまでにおいて、40％から60％の達成見込みであること

が確認された。よって、本プロジェクトにおける成果はおおむね達成されつつある。 

さらに、3つの成果がプロジェクト目標達成にどの程度貢献しているかを判断するには時期

尚早であるが、①国家廃棄物管理計画(案)の策定、②Mドック埋立処分場改善工事、③廃棄物

管理に係る教育訓練における各成果は、３－１－１で前述したとおり、パラオのニーズに即

しプロジェクト目標を達成するのに十分であると判断され、本プロジェクト終了時には、プ

ロジェクト目標の達成見込みが期待される。ただし、いくつかのプロジェクト成果の内容と

指標及び外部条件については見直しが必要である（変更内容及び理由については、付属資料

２．を参照）。 

一方、限られた人材や財源、及び国家廃棄物管理計画（案）の策定における具体的な作成

手順が明確に定められていない状況など、いくつかのプロジェクト目標の達成に影響を与え

る懸念材料がみられる。しかしながら、環境教育・住民啓発活動の実施、Mドック埋立処分場

の改善や国内ワークショップの開催等の主要な成果が達成されつつあることから、プロジェ

クト目標の達成はある程度見込まれるため、本プロジェクトにおいては、中間時点における

進捗から判断すると『有効性あり（普通）』と判断する。 

 

３－１－３ 効率性 
効率性は普通である。 

日本・パラオ両国からの投入実績と成果の達成状況をみる限り、本プロジェクトの投入は

ほぼ適切であったと判断される。 

ただし、プロジェクト成果を達成するために、当初計画にはないが必要となる活動が確認

された。例えば「環境教育・住民啓発活動」や「リサイクル市場調査」等の活動については、

プロジェクト開始時のPDM計画上では計画されなかったが、パラオの廃棄物管理に係る課題

の特徴が、「固形廃棄物の抑制及び削減」であることから、プロジェクト成果を達成するた
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めに必要となる活動であることが本評価調査において明らかになった。上位目標の達成はお

おむね見込まれるが、プロジェクト中間時点において、現PDM(Ver.1)の上位目標の一部であ

る「ミクロネシア地域諸国に」「廃棄物管理モデル」を効果的に拡大していくことは現在の

活動と投入では困難であると考えられる。 

よって、現在の投入、活動、成果の達成状況との関連から、当初の投入計画に改善が必要

と考えられるが、これまで投入されている資源については当初の期待された範囲で効率的に

活用されていることから本プロジェクトの効率性は『適切（普通）』であると評価する。た

だし、今後の活動については追加の活動など見直しが必要である。 

 

３－１－４ インパクト 
正のインパクトがみられる一方で、プロジェクト目標の達成がプロジェクト上位目標の達

成につながるとはいい難い関係となっている。 

本プロジェクトの上位目標は、「廃棄物管理におけるコロール州の成功経験が、同国内の

他の州及びミクロネシア地域の他国に波及する」で、本プジェクトの目標は、「中央政府及

びコロール州政府の廃棄物管理能力が向上する」である。上位目標と目標の関係に着目した

ところ、本文「３－２ プロジェクト目標の達成見通し」で述べるとおり、プロジェクト目

標はプロジェクト終了時までに「達成の見込みはおおむねある」と判断されたが、プロジェ

クト終了後、コロール州における廃棄物管理の成功経験がミクロネシア地域諸国など、広い

地域にまで波及されることは、限られた投入と活動では困難であり、よって、上位目標の達

成は一部困難であると考えられる。 

上位目標を持続させるための外部条件は、当初計画では、「カウンターパートが各々の廃

棄物管理関連機関から離職、転職しない」ことであったが、プロジェクト実施中に、パラオ

及びコロール州において、廃棄物管理に係る関連する法制度やプロジェクト（デポジット課

金制度・KSG分別収集・リサイクル促進プロジェクト）などが策定されていることから、上

位目標レベルの外部条件については、将来制定される政策や法律が、上位目標の長期的な効

果の維持及びプロジェクトに矛盾のないことが必須であることから、見直しの必要があるこ

とが、中間評価調査団より提案された（変更内容及び理由については、付属資料２．を参照）。 

一方、Mドック埋立処分場改善工事や環境教育・住民啓発等のプロジェクト活動の実施によ

り、Mドック埋立処分場内周辺の環境・衛生面の改善及び廃棄物管理における住民の意識向上

などが複数確認された。これらはプロジェクト実施によりもたらされた正のインパクト（正

の波及効果）であり、今後一層の波及効果が期待される。 

 

３－１－５ 自立発展性 
プロジェクト終了後の、本プロジェクトにおける自立発展性確保の見通しがみられる。 

パラオ及びコロール州においては、廃棄物管理において、廃棄物管理システムの向上、OJT
によるカウンターパートの技術的能力（Mドック埋立処分場の運営維持管理、各種セミナー、

ワークショップ、環境教育・住民啓発活動プログラム等の計画策定及び実施運営など）の向

上及び環境教育・住民啓発活動による住民意識の向上がみられたことが確認された。これら

は、プロジェクトの自立発展性の発現に寄与する要因と考えられる。 

一方、適切な廃棄物管理に必要な予算の確保が必要であることが指摘されているが、中央
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政府（資源開発省公共事業局）は、予算は年々増加している状況であり、国家予算において

2008年度以降（2007年10月より）、廃棄物管理を1つの予算科目として設置することが主要政

府機関関係者からの聞き取りにより確認されている。さらに、資源開発省公共事業局の廃棄

物管理に関する組織機能の強化と人員の充拡について2007年1月に提案がなされている（プロ

ジェクトの報告より。なお、資源開発省公共事業局の新体制については、図３－１を参照の

こと）。 

よって、プロジェクト終了時において、本プロジェクトにおける自立発展性の見通しはみ

られると判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 資源開発大臣に承認された公共事業局の新体制 

 

３－２ プロジェクト目標の達成見通し 

プロジェクト目標は、「中央政府及びコロール州政府の廃棄物管理能力が向上する」であり、

その指標として、「プロジェクト終了時に、開始時に比べて、キャパシティ向上目標項目の7割
以上が改善される。目標項目についてはプロジェクト開始後に、C/Pと協議のうえ決定する」と

されている。 

C/Pや関連機関関係者及び専門家チームは、まず、キャパシティ・ディベロップメント促進チ

ームを編成し、社会・制度、組織、及び個人レベルについて、毎年度定期的にキャパシティ評価

を実施している。評価の結果は、表３－２のとおり。 

 

表３－２ キャパシティ・ディベロップメント年次推移 

レベル 2006年8月結果 2007年2月結果 

社会・制度 12％ 30％ 

組 織 15％ 27％ 

個 人 （実施なし） 48％ 

注：１．2007年5月時点の結果 
２．キャパシティ評価項目の達成割合（％）を表す。 

  ３．キャパシティ評価項目はプロジェクト成果１、２及び３の各課題に即して設定され
ている。 

出所：プロジェクトより報告 
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上記に示すとおり、2年次までの評価結果を見ると、キャパシティ・ディベロップメントは着

実に目標を達成しつつある。 

なお、本キャパシティ評価のキャパシティ向上目標項目（CEI）は、基本的に、本プロジェク

ト成果の、「国家廃棄物管理計画（案）の策定」、「Mドック埋立処分場改善工事及び運営維持

管理」、及び「能力向上・教育訓練」に関する各課題に即して設定されている。個人レベルの

CEIは、各人に割り当てたプロジェクトでの役割（Assignment(task)）とも関連し設定されてい

る。社会・制度レベル、組織レベルについては、C/Pとの協議を経て、3つの成果の課題に関連

する以外に、プロジェクト期間に向上するべき目標項目が追加されている。したがって、「本プ

ロジェクト成果の達成がみられることで、CEIは満たされ、プロジェクト目標の指標が満たされ

るという判断の下、廃棄物管理関係者は能力の向上に努めている」とキャパシティ・ディベロッ

プメント促進チームより報告されている。 

さらに、本中間評価で、C/Pや関連機関関係者及びプロジェクトより、「協働でキャパシティ

評価を行ってきたことで、廃棄物管理における様々なレベルにおける改善点や課題について共通

認識が形成されている」という報告がされた。本キャパシティ評価は、廃棄物管理のキャパシテ

ィ（能力）が向上していく過程でモニタリングの役割を果たしており、今後もキャパシティ評価

の機会を有効に活用しながら、プロジェクト目標を達成していくことが期待される。プロジェク

トは、第3年次では、第2年次の評価の各個人へのフィードバック、C/P個人の取り組み姿勢・進

め方に対する考え方などを考慮し、更に強化策を検討していることが確認された。 

目標を達成するための外部条件であるが、「Mドック埋立処分場がプロジェクト実施期間中も

継続して運営される」及び「資源開発省とコロール州が、Mドック埋立処分場の運営管理責任の

移管に同意する」をPDM上に設定することを日本側・パラオ側で合意した。本中間評価調査団

により、資源開発省が、バベルダオブ島構築予定の新たな処分場と同様に、Mドック埋立処分場

の管理を継続する意思を確認できた。 

上記の詳述より、キャパシティ・ディベロップメントについては、一定の成果が得られつつ

あり、外部条件を注視していくことで、本プロジェクト目標はプロジェクト終了時までにはおお

むね達成されると判断される。 
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第４章 結 論 
４－１ 総 括 

一部活動に遅延がみられたが、計画見直しとそれに基づく今後の投入により、これらの遅れ

についてはプロジェクト終了時までには取り戻し、当初プロジェクト目標を達成する見込みであ

る。総じてプロジェクトは順調に展開していると思われる。パラオ側も限られた資金・人的資源

を最大限投入し（一部投入遅延などはあったものの）、プロジェクト成果の発現にむけ真剣に取

り組んでいることが確認できた。特に、C/Pにおいては、本プロジェクト要請/発足の経緯を十

分に理解のうえ、本プロジェクトは処分場改善事業を大きなコンポーネントとしているが、これ

はミニ無償資金協力ではなく、あくまでパラオ側が衛生埋立処分場の整備・運営を自ら理解し習

得する経験の場となる、技術協力プロジェクトであることを十分理解していた点を確認できた。

また、プロジェクト開始以降、廃棄物管理の改善に向けたパラオ側のコミットメント/努力をみ

てとれる以下の事象が確認できたことも、中間評価調査団として大きな成果であった。 

 

・Mドック埋立処分場を運営維持管理する資源開発省公共事業局内に廃棄物管理専任部署の機

能強化が政府決定された。 

・容器リサイクルに関する法律（Recycling Law）の成立（2006年10月）を受け、その実施施

行細則整備が進んでおり、近日中に素案がまとまる状況にある。 

・廃棄物管理に必要なコストをリカバリーするための新たな収入源を検討する作業が進展し

ており、2007年6月末には政府に対する提言がなされる予定にある。 

・資源開発省公共事業局の予算は、同局が所管するその他公共事業予算と一括して管理され

ていたが、2008年度予算（2007年10月～）より廃棄物管理用にイヤーマークされた形で配

布されるシステムに変更される予定にある。 

・コロール州において、ゴミの分別・減量をねらうリサイクルプロジェクトが開始された。 

 

これらについては、真に実現されるかどうか若干の懸念が残る部分もあるが、いずれ実現さ

れれば、プロジェクト活動並びに成果に好影響を確実にもたらすものである。このような外部環

境のなかでプロジェクト活動を展開することにより、パラオの廃棄物管理体制が大きく前進する

ことが期待されるところである。 

 また、3つあるプロジェクト成果の1つである廃棄物管理に係る国家計画案の作成については、

活動遅延はないもののこれからドラフト作成の本番に入る段階にきたが、その作成方法が必ずし

も明確になっていない。限られた人数の、また数多くの業務を兼任しているC/P自身の手で、果

たしてどの程度確実にドラフト作成が実現できるのか、現実的な対応策を急ぎ検討する必要があ

ることが確認された。本国家計画は、パラオにとって長期的な視点で廃棄物管理をどう展開すべ

きかを示す非常に重要な国家指針の基となるものである。また、これは、今後の処分場整備方針

を示すのみならず先述した容器リサイクル法や廃棄物コストリカバリー策などを網羅した包括的

な内容となるべきものである。したがって、本計画案の作成をどのように進めるべきか、関係者

間で早急に検討を行う必要がある。なお、上位目標の達成に向けては、コロール州の廃棄物管理

経験を題材に他州の人材育成をプロジェクト活動として実施することとなっているが、これにつ

いては、実際の改善行動を発現させることを意図した十分に計画された研修の実施と、そのフォ

ローアップ実施（プロジェクト活動内にて）の必要性がパラオ側・日本側双方にて確認された。 
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４－２ PDM変更内容 

パラオ側との協議の結果、主に以下の4点においてPDMを修正することで合意した。なお、詳

細は付属資料２．のとおり。 

① ミクロネシア諸国（ミクロネシア、マーシャル）への経験の拡大については、PDMより

削除し、サモアで実施中の広域廃棄物プロジェクトにより対応することで検討する。 

② 環境教育/啓発活動のPDM上での明示を図る。 

③ SAMLO社によるMドック埋立処分場におけるスクラップ回収活動を、処分場改善工事実

施スケジュールに大きな影響を与えかねない外部条件としてPDMに追加する。 

④ その他、当初PDMでは意味が不明瞭であった表現を、より具体的に表示する。 

 

４－３ 提 言 

中間評価調査団として、プロジェクトの効果的・効率的・自立発展的観点から、以下項目の

実施を提案した。 

① St/C指導機能を強化し、プロジェクトと政策レベルの動向で連携していくことが重要であ

る。 

② 既に進められつつあるが、国家レベルでの廃棄物管理組織を更に強化していく必要があ

る。 

③ プロジェクトの効果を持続していくため、廃棄物管理分野に対する国家レベル及びコロ

ール州の予算的支援を更に強化すべきである。 

④ 国家開発計画を作成するため明確で効果的な計画立案を進めていくべきである。 

⑤ Mドック埋立処分場改善工事の阻害を防ぐためのSAMLO社とパラオ政府の調整が図られ

るべきである。 

⑥ PEECメンバーをC/Pへ位置づけ、環境教育・市民啓発の成果を更に向上すべく努力すべ

きである。 
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  改
訂

P
D

M
案

に
お

け
る

変
更

箇
所

と
変

更
理

由
 

 注
）
 

表
記

の
違

い
：
「
事

業
事

前
評

価
表

」
と

実
施

協
議

調
査

報
告

書
2
0
0
5

年
（
p
4
）
と

で
は

表
記

が
異

な
る

が
、

本
表

で
は

、
英

文
Ｐ

Ｄ
Ｍ

（
V

er
.1

）
に

基
づ

い
た

。
 

例
）
「
国

家
計

画
/
国

家
の

方
針

」
「
国

家
廃

棄
物

管
理

戦
略

と
行

動
計

画
（
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
）
の

素
案

」
→

国
家

廃
棄

物
管

理
計

画
（
案

）
、

「
運

営
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
→

Ｍ
ド

ッ
ク

処
分

場
管

理
運

営
マ

ニ
ュ

ア
ル

 

 

項
目

 
 

現
行

 
変

更
案

 
変

更
理

由
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
ク

ル
ー

プ
 

 
「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
の

他
国

及
び

パ
ラ

オ
共

和
国

に
お

け
る

廃
棄

物
管

理
関

係
者

」
 

「
パ

ラ
オ

共
和

国
に

お
け

る
廃

棄
物

管
理

関
係

者
」
と

変
更

。
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
エ

リ
ア

 
 

「
パ

ラ
オ

共
和

国
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
の

他
国

」
 

左
記

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
の

他
国

」
を

削
除

し
、

「
パ

ラ
オ

共
和

国
」
と

変
更

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

上
位

目
標

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
要

約
 

「
廃

棄
物

管
理

に
お

け
る

コ
ロ

ー
ル

州
の

成
功

経
験

が
、

同
国

内
の

他
の

州
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
の

他
国

に
波

及
す

る
」
 

   

「
廃

棄
物

管
理

に
お

け
る

コ
ロ

ー
ル

州
の

成
功

経
験

が
継

続
さ

れ
、

パ
ラ

オ
国

に
お

け
る

他
の

州
へ

広
が

る
」
と

変
更

。
 

理
由

１
．

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

R
/
D

が
2
0
05

年
5

月
に

取
り

交
わ

さ
れ

た
際

、
サ

モ
ア

に
お

い
て

、
南

太
平

洋
地

域
環

境
プ

ロ
グ

ラ
ム

（
S
P
R
E
P
）
と

の
共

同
で

2
0
0
0

年
よ

り
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
の

地
域

諸
国

を
含

み
、

フ
ィ

ジ
ー

諸
島

共
和

国
（
P
IF

）
1
4

カ
国

を
対

象
と

し
た

技
術

協
力

「
JI

C
A

広
域

廃
棄

物
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
が

実
施

さ
れ

て
い

た
。

サ
モ

ア
で

実
施

さ
れ

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

第
1

フ
ェ

ー
ズ

は
、

2
0
0
5

年
3

月
に

実
質

終
了

し
た

。
 し

か
し

な
が

ら
、

技
術

協
力

の
フ

ェ
ー

ズ
2

を
実

施
す

る
か

ど
う

か
検

討
中

で
、

ま
だ

決
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

時
期

に
パ

ラ
オ

に
お

け
る

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

の
枠

組
が

策
定

さ
れ

た
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

当
初

P
D

M
に

お
い

て
は

、
限

り
あ

る
日

本
の

投
入

を
有

効
に

活
用

さ
れ

る
よ

う
に

、
近

隣
で

あ
る

地
理

的
有

利
性

の
あ

る
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
連

邦
（
F
S
M

）
や

マ
ー

シ
ャ

ル
諸

島
共

和
国

（
R
M

I）
な

ど
を

技
術

支
援

の
対

象
国

と
し

て
含

ん
で

い
た

。
 
し

か
し

な
が

ら
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

R
/
D

が
JI

C
A

と
S
P
R
E
P

と
の

間
で

2
0
0
5

年
5

月
に

交
わ

さ
れ

て
以

来
、

こ
れ

ま
で

と
同

様
に

JI
C

A
の

技
術

協
力

は
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
を

対
象

と
す

る
こ

と
と

な
り

、
サ

モ
ア

に
お

い
て

も
第

2
フ

ェ
ー

ズ
の

技
術

協
力

が
開

始
さ

れ
た

。
よ

っ
て

協
力

の
重

複
を

避
け

る
た

め
に

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

上
位

目
標

と
同

様
に

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト
エ

リ
ア

か
ら

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

地
域

を
省

き
、

む
し

ろ
パ

ラ
オ

国
内

に
限

定
す

る
こ

と
が

提
案

さ
れ

た
。

 ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

の
地

域
に

つ
い

て
は

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

P
D

M
修

正
後

、
S
P
R
E
P

と
サ

モ
ア

政
府

の
協

力
を

得
な

が
ら

、
サ

モ
ア

に
お

け
る

JI
C

A
の

「
大

洋
州

廃
棄

物
管

理
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
の

第
三

国
研

修
の

枠
等

で
対

応
す

る
予

定
で

あ
る

。
 

 理
由

２
. 

「
コ

ロ
ー

ル
州

に
お

け
る

廃
棄

物
管

理
に

お
け

る
成

功
経

験
」

は
、

む
し

ろ
、

継
続

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

た
め

、
用

語
「
継

続
さ

れ
、

」
が

追

２．改訂 PDM 案における変更箇所と変更理由 
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加
さ

れ
た

。
 

 

 
指

標
 

１
．

パ
ラ

オ
で

自
国

の
廃

棄
物

管
理

戦
略

が
コ

ロ
ー

ル
州

以
外

の
州

で
の

会
議

、
研

修
、

出
版

物
な

ど
で

公
表

さ
れ

る
。

 
 ２

．
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
内

で
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
終

了
後

3
年

以
内

に
少

な
く

と
も

1
つ

の
近

隣
国

に
お

い
て

、
廃

棄
物

管
理

の
モ

デ
ル

事
業

が
導

入
さ

れ
る

。
 

 

指
標

１
及

び
２

を
変

更
し

、
新

な
指

標
と

し
て

、
「
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

が
パ

ラ
オ

国
に

お
い

て
認

定
さ

れ
、

実
施

さ
れ

る
」
を

設
定

。
 

理
由

１
．

上
位

目
標

の
指

標
１

に
つ

い
て

は
、

太
平

洋
地

域
に

お
け

る
廃

棄
物

管
理

に
対

す
る

日
本

の
協

力
を

見
直

し
た

結
果

、
指

標
２

を
削

除
す

る
こ

と
が

提
案

さ
れ

た
。

サ
モ

ア
に

お
け

る
技

術
協

力
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

フ
ェ

ー
ズ

２
に

お
い

て
、

指
標

２
に

関
連

し
た

達
成

が
期

待
さ

れ
る

。
 

 理
由

２
．

上
位

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

指
標

１
を

よ
り

明
確

に
表

記
し

、
変

更
し

た
上

位
目

標
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

要
約

と
一

致
さ

せ
る

た
め

、
「
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

が
認

定
さ

れ
、

実
施

さ
れ

る
」
と

い
う

新
た

な
指

標
を

設
定

し
た

。
 

 

 
上

位
目

標
レ

ベ
ル

の
外

部
条

件
 

「
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
が

各
々

の
廃

棄
物

管
理

関
連

機
関

か
ら

離
職

、
転

職
し

な
い

」
 

 

「
今

後
、

パ
ラ

オ
国

で
制

定
さ

れ
る

政
策

や
法

律
が

、
廃

棄
物

管
理

計
画

と
一

致
す

る
」
と

変
更

。
 

上
位

目
標

レ
ベ

ル
の

外
部

条
件

に
つ

い
て

は
、

将
来

制
定

さ
れ

る
政

策
や

法
律

が
、

上
位

目
標

の
長

期
的

な
効

果
の

維
持

及
び

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
に

矛
盾

の
な

い
こ

と
が

必
須

で
あ

る
。
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   プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
要

約
 

「
中

央
政

府
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

の
廃

棄
物

管
理

能
力

が
向

上
す

る
」
 

変
更

な
し

 
－

 

 
指

標
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
、

開
始

時
に

比
べ

て
、

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

向
上

目
標

項
目

の
7
割

以
上

が
改

善
さ

れ
る

。
目

標
項

目
に

つ
い

て
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
開

始
後

に
、

C
／

P
と

協
議

の
上

決
定

す
る

。
」
 

 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
、

少
な

く
と

も
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
項

目
＊

の
７

割
以

上
が

改
善

さ
れ

る
。

」
と

変
更

し
た

。
 

 ＊
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
、

コ
ロ

ー
ル

州
政

府
廃

棄
物

管
理

担
当

者
（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
）
、

及
び

日
本

人
専

門
家

か
ら

成
る

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

デ
ベ

ロ
プ

メ
ン

ト
促

進
チ

ー
ム

に
よ

り
評

価
さ

れ
、

１
）
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
（
個

人
）
及

び
所

属
先

の
関

係
組

織
に

対
し

て
評

価
を

し
、

２
）
個

人
と

組
織

に
対

す
る

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

デ
ベ

ロ
プ

メ
ン

ト
の

改
善

目
標

項
目

を
設

定
し

、
３

）
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
デ

ベ
ロ

プ
メ

ン
ト
促

進
チ

ー
ム

と
カ

ウ
ン

タ
パ

ー
ト

（
個

人
）
に

よ
り

評
価

を
行

っ
た

。
 

 

現
在

設
定

さ
れ

て
い

る
指

標
は

、
キ

ャ
パ

シ
テ

シ
評

価
項

目
の

数
に

対
す

る
目

標
値

な
の

か
、

能
力

そ
れ

事
態

が
向

上
し

た
値

な
の

か
、

明
確

で
は

な
か

っ
た

た
め

、
よ

り
能

力
に

直
接

関
連

さ
せ

た
表

記
と

し
、

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

・
デ

ベ
ロ

プ
メ

ン
ト

促
進

チ
ー

ム
に

よ
り

設
定

さ
れ

た
「
キ

ャ
パ

シ
テ

シ
評

価
項

目
」
に

対
し

て
７

割
以

上
が

改
善

さ
れ

る
、

と
具

体
的

な
指

標
に

変
更

し
た

。
ま

た
、

「
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
」
に

つ
い

て
の

注
釈

を
入

れ
た

 
  

 
入

手
手

段
 

「
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
報

告
書

」
 

下
記

２
を

新
な

入
手

手
段

と
し

て
追

加
。

 
１

．
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
報

告
書

 
２

．
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
プ

ロ
グ

レ
ス

レ
ポ

ー
ト
 

プ
ロ

グ
レ

ス
レ

ポ
ー

ト
に

は
、

す
べ

て
の

活
動

内
容

や
活

動
結

果
が

明
記

さ
れ

て
い

る
。

 

 
目

標
レ

ベ
ル

の
外

部
条

件
 

「
廃

棄
物

管
理

の
た

め
の

十
分

な
予

算
が

関
連

機
関

に
よ

り
充

当
さ

れ
る

」
 

   

新
に

、
「
パ

ラ
オ

側
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト
が

各
々

の
廃

棄
物

管
理

関
連

機
関

か
ら

離
職

、
転

職
し

な
い

。
」
を

外
部

条
件

１
と

し
て

追
加

し
た

。
 

「
２

．
廃

棄
物

管
理

の
た

め
の

十
分

な
予

算
が

関
連

機
関

に
よ

り
充

当
さ

れ
る

」
 

予
算

の
確

保
以

外
に

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
の

継
続

的
な

配
置

は
、

上
位

目
標

を
満

た
す

た
め

に
重

要
な

外
部

条
件

と
見

な
さ

れ
る

。
 

- 71 -



   プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
要

約
 

「
１

．
廃

棄
物

処
分

量
を

減
少

さ
せ

る
た

め
の

国
家

計
画

（
案

）
が

策
定

さ
れ

る
」
 

「
国

家
計

画
（
案

）
」
を

、
「
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

（
案

）
」
と

変
更

。
 

「
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

（
案

）
」
の

用
語

に
統

一
し

た
。

 

 
 

「
２

．
コ

ロ
ー

ル
州

の
環

境
衛

生
を

改
善

す
る

た
め

に
既

存
の

最
終

処
分

場
管

理
が

改
善

さ
れ

る
」
 

  

「
２

．
コ

ロ
ー

ル
州

の
環

境
衛

生
を

改
善

す
る

た
め

に
既

存
の

最
終

処
分

場
＊

管
理

が
改

善
さ

れ
る

」
（
変

更
な

し
）
 

＊
こ

こ
で

、
「
既

存
の

最
終

処
分

」
と

は
、

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
の

改
善

の
み

に
つ

い
て

言
及

す
る

。
 

「
既

存
の

最
終

処
分

」
を

パ
ラ

オ
国

の
現

況
に

即
し

、
具

体
的

に
説

明
を

入
れ

た
。

 

 
 

「
３

．
パ

ラ
オ

共
和

国
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
諸

国
の

廃
棄

物
関

連
機

関
の

関
係

者
が

教
育

訓
練

さ
れ

る
。

」
 

「
３

．
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
諸

国
の

」
を

削
除

し
、

「
廃

棄
物

管
理

関
連

機
関

の
関

係
者

が
教

育
訓

練
さ

れ
る

。
」
と

変
更

。
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
エ

リ
ア

及
び

上
位

目
標

変
更

の
理

由
と

同
様

に
、

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
諸

国
」
を

削
除

し
た

。
 

 
指

標
 

「
１

．
持

続
的

な
廃

棄
物

管
理

の
た

め
の

戦
略

計
画

と
行

動
計

画
の

素
案

が
策

定
さ

れ
る

」
 

「
１

．
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

（
案

）
が

検
討

さ
れ

る
」
と

変
更

。
 

「
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

（
案

）
」
と

用
語

を
一

致
。

 

 
 

「
２

-
１

．
コ

ロ
ー

ル
州

の
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

が
（
衛

生
埋

立
に

）
改

善
さ

れ
る

」
 

 「
２

-
２

．
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

運
営

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
が

策
定

さ
れ

る
」
 

 

２
-
１

．
変

更
な

し
 

  ２
-
２

．
変

更
な

し
 

 ２
-
３

．
と

し
て

、
「
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

が
２

-
２

で
策

定
さ

れ
る

運
営

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
き

、
資

源
開

発
省

及
び

コ
ロ

ー
ル

政
府

に
よ

り
適

切
に

運
営

さ
れ

る
こ

と
」
を

追
加

し
た

。
 

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
が

継
続

し
て

運
営

管
理

さ
れ

る
た

め
に

は
、

指
標

２
－

３
が

必
要

で
あ

る
と

判
断

さ
れ

た
た

め
。

 

 
 

「
３

-
１

．
パ

ラ
オ

国
の

1
0
人

以
上

の
研

修
参

加
者

が
国

内
で

開
催

さ
れ

る
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
に

参
加

す
る

」
 

 「
３

-
２

．
他

の
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
関

係
者

が
参

加
す

る
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
が

毎
年

少
な

く
と

も
一

回
開

催
さ

れ
る

」
 

３
-
１

．
パ

ラ
オ

国
で

「
少

な
く

と
も

1
0
の

州
」
が

「
国

内
で

開
催

さ
れ

る
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
に

参
加

す
る

」
、

と
変

更
し

た
。

 
 ３

-
２

．
「
政

府
関

連
機

関
に

対
し

、
廃

棄
物

管
理

に
お

け
る

研
修

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

策
定

さ
れ

る
」
を

追
加

し
た

。
 

 新
に

、
「
３

-
３

．
意

識
向

上
の

た
め

の
環

境
教

育
・
住

民
啓

発
活

動
の

教
材

が
作

成
さ

れ
る

」
を

追
加

し
た

。
 

 

３
-
１

．
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
に

お
け

る
2
0
0
8

年
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
は

取
り

止
め

る
こ

と
と

な
っ

た
。

（
理

由
は

前
述

し
た

と
お

り
。

）
 

３
-
２

．
国

内
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
つ

い
て

は
、

「
参

加
者

の
数

」
よ

り
参

加
す

る
「
州

の
数

」
を

指
標

と
し

た
方

が
適

切
で

あ
る

た
め

。
 

３
-
３

．
他

の
州

の
関

係
者

の
能

力
を

向
上

さ
せ

る
た

め
に

は
、

行
政

官
に

対
す
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る
研

修
は

必
要

で
あ

る
た

め
。

 
３

-
４

．
環

境
啓

発
活

動
は

当
初

よ
り

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
範

囲
内

で
計

画
さ

れ
て

い
た

が
。

明
確

に
Ｐ

Ｄ
Ｍ

上
に

明
記

さ
れ

な
か

っ
た

。
し

た
が

っ
て

、
環

境
啓

発
活

動
は

、
改

訂
Ｐ

Ｄ
Ｍ

上
に

他
の

指
標

と
同

様
に

明
記

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
 

 
入

手
手

段
 

１
．

資
源

開
発

省
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

に
よ

る
作

成
さ

れ
た

報
告

書
 

２
-
１

．
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

改
善

工
事

報
告

書
 

２
-
２

．
資

源
開

発
省

及
び

コ
ロ

ー
ル

州
に

よ
る

作
成

さ
れ

た
報

告
書

 
３

-
１

．
国

内
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
報

告
書

 
３

-
２

．
地

域
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
報

告
書

 

左
記

入
手

手
段

を
、

「
プ

ロ
グ

レ
ス

レ
ポ

ー
ト
」
と

変
更

。
プ

ロ
グ

レ
ス

レ
ポ

ー
ト

に
は

、
す

べ
て

の
活

動
内

容
や

活
動

結
果

が
明

記
さ

れ
て

お
り

、
活

動
実

績
を

把
握

す
る

た
め

の
入

手
手

段
の

一
つ

で
あ

る
。

 

 
成

果
レ

ベ
ル

の
外

部
条

件
 

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
実

施
機

関
中

も
継

続
し

て
運

営
さ

れ
る

。
 

 資
源

開
発

省
と

コ
ロ

ー
ル

州
が

、
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

の
運

営
管

理
責

任
の

移
管

に
同

意
す

る
。

 

変
更

な
し

 
資

源
開

発
省

が
、

バ
ベ

ル
ダ

オ
ブ

島
に

構
築

予
定

の
新

た
な

処
分

場
と

同
様

に
、

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
の

管
理

を
継

続
す

る
意

志
を

確
認

で
き

た
。
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   プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
要

約
 

「
１

-
１

．
固

形
廃

棄
物

発
生

抑
制

の
た

め
の

方
法

・
シ

ス
テ

ム
の

策
定

」
 

 
「
１

－
２

．
固

定
廃

棄
物

発
生

抑
制

の
た

め
の

戦
略

計
画

と
行

動
計

画
素

案
の

策
定

」
 

          

１
-
１

．
「
制

度
、

方
法

の
策

定
（
fo

rm
u
la

te
）
」
を

「
検

討
（
st

u
d
y）

」
に

変
更

。
 

 「
１

-
２

．
コ

ロ
ー

ル
州

（
Ｋ

Ｓ
Ｇ

）
リ

サ
イ

ク
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

＊
に

お
け

る
分

別
収

集
シ

ス
テ

ム
に

対
し

て
支

援
し

、
そ

の
教

訓
を

国
家

廃
棄

物
管

理
計

画
の

素
案

作
成

に
反

映
さ

せ
る

」
を

新
に

追
加

。
 

＊
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

は
、

2
0
0
6
年

3
月

か
ら

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

自
主

的
に

開
始

し
て

き
た

。
よ

っ
て

、
Ｋ

Ｓ
Ｇ

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
支

援
を

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

へ
新

に
追

加
し

た
。

 
 左

記
１

－
２

を
「
１

-
３

．
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

の
素

案
を

作
成

す
る

。
」
と

変
更

。
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
活

動
は

再
検

討
さ

れ
、

以
下

の
理

由
に

基
き

よ
り

細
分

化
さ

れ
た

。
 

理
由

１
．

環
境

啓
発

活
動

と
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

の
管

理
運

営
の

改
善

に
つ

い
て

は
別

々
に

明
記

さ
れ

る
べ

き
で

あ
る

。
 

理
由

２
．

パ
ラ

オ
側

と
合

意
後

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
追

加
的

に
実

施
さ

れ
る

べ
き

活
動

、
も

し
く

は
変

更
さ

れ
た

活
動

を
改

訂
Ｐ

Ｄ
Ｍ

に
含

め
、

反
映

す
る

。
 

 
 

「
２

-
１

．
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

の
改

善
計

画
の

策
定

と
適

性
技

術
を

用
い

た
改

善
工

事
の

実
施

」
 

「
２

-
２

．
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

運
営

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

策
定

」
 

 

２
-
１

．
変

更
な

し
 

  ２
-
２

．
変

更
な

し
 

  新
に

、
「
２

-
３

．
２

-
２

で
策

定
さ

れ
る

運
営

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

基
づ

き
、

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
理

場
の

日
々

の
運

営
維

持
管

理
が

改
善

さ
れ

る
こ

と
。

」
を

追
加

し
た

。
 

 

 
 

「
３

-
１

．
廃

棄
物

管
理

関
連

機
関

に
対

す
る

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

評
価

の
実

施
及

び
改

善
項

目
の

設
定

」
 

 「
３

-
２

．
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ

プ
、

セ
ミ

ナ
ー

、
パ

イ
ロ

ッ
ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
(p

ro
je

ct
s)

等
、

教
育

訓
練

計
画

の
策

定
及

び
実

施
」
 

  

３
-
１

．
変

更
な

し
 

   ３
-
２

．
「
パ

イ
ロ

ッ
ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
(p

ro
je

ct
)」

と
変

更
。

こ
の

「
パ

イ
ロ

ッ
ト
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
は

、
（
複

数
あ

る
の

で
は

な
く

、
）
小

規
模

処
分

場
に

お
け

る
廃

棄
物

最
終

処
分

場
改

善
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

こ
と

。
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 「
３

-
３

．
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

地
域

の
訓

練
参

加
者

に
対

す
る

技
術

協
力

」
 

 

３
-
３

．
変

更
な

し
 

 新
に

、
「
３

-
４

．
環

境
教

育
・
住

民
啓

発
活

動
の

実
施

」
を

追
加

し
た

。
 

 
活

動
レ

ベ
ル

の
外

部
条

件
 

「
表

記
な

し
」
 

新
に

、
「
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

に
お

い
て

、
Ｓ

Ａ
Ｍ

Ｌ
Ｏ

社
に

よ
る

ス
ク

ラ
ッ

プ
回

収
作

業
が

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
改

善
工

事
の

進
捗

を
妨

げ
と

な
ら

な
い

こ
と

。
」
を

追
加

し
た

。
 

  

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
の

改
善

工
事

が
開

始
さ

れ
た

後
、

民
間

外
資

系
契

約
業

者
の

Ｓ
Ａ

Ｍ
Ｌ

Ｏ
社

が
パ

ラ
オ

政
府

と
の

契
約

に
よ

り
Ｍ

ド
ッ

ク
埋

立
処

分
場

含
む

パ
ラ

オ
国

で
の

ス
ク

ラ
ッ

プ
回

収
作

業
を

行
っ

て
い

る
。

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
に

お
け

る
Ｓ

Ａ
Ｍ

Ｌ
Ｏ

社
に

よ
る

回
収

作
業

は
、

Ｍ
ド

ッ
ク

埋
立

処
分

場
の

改
善

工
事

と
綿

密
な

調
整

の
下

で
行

わ
れ

る
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
処

分
場

の
改

善
工

事
及

び
運

営
を

妨
げ

な
い

よ
う

、
成

果
２

を
達

成
す

る
た

め
に

注
視

す
る

べ
き

外
部

条
件

と
し

て
追

加
す

る
こ

と
が

提
案

さ
れ

た
。

 

  

- 75 -



  

調
査

結
果

一
覧

 
項

目
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
特

徴
・

現
状

・
課

題
 

対
処

方
針

・
調

査
内

容
 

調
査

結
果

 

1.
実

績

の
検

証
 

1-
1.

PD
M
指

標

の
達

成
見

込
み

・
上

位
目

標
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、
成

果
の

各
指

標
に

つ
い

て
、
概

ね
年

度
ご

と
の

設
定

値

で
の

ち
順

調
に

達
成

が
見

込
ま

れ
て

い
る
（

専

門
家

報
告

：
別

紙
）

。
 

・
指

標
が

定
量

的
に

確
認

で
き

る
内

容
に

な
っ

て
い

る
か

。
 

各
指

標
の

達
成

状
況

に
つ

い
て

、
先

方
と

合
同

で
確

認
を

行
う

。
 

・
PD

M
の

上
位

目
標

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、

成
果

の
各

指
標

の
達

成
状

況
に

つ
い

て
、
「

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

へ
の

波
及

」
部

分
以

外
に

つ
い

て
は

、
現

段
階

の
成

果

の
達

成
状

況
か

ら
、
い

ず
れ

も
正

の
イ

ン
パ

ク
ト

が
見

込
ま

れ
て

い
る

。
（

実
績

グ
リ

ッ
ド

参
照

）
 

・
指

標
に

つ
い

て
は

、
上

位
目

標
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
、
成

果
の

い
ず

れ
に

つ
い

て
も

変
更

し
、
明

確
化

し

た
。

 

３．調査結果一覧

 
1-

2.
投

入
実

績
 

―
 

• 
投

入
実

績
の

確
認

を
行

う
（

専
門

家
報

告
：

別
紙

１
・

C
/P
投

入
実

績
確

認
）

。
（

→
「

効
率

性
」

の
項

目
で

確
認

）
 

 

パ
ラ

オ
・

日
本

双
方

の
投

入
実

績
の

確
認

を
行

い
、

M
/M

の
A

N
N

EX
１

に
記

載
し

、
双

方
で

合
意

し
た

。
 

2.
実

施

体
制

・

プ
ロ

セ

ス
 

2-
1活

動
の

実

施
状

況
 

概
ね

計
画

通
り

に
活

動
が

実
施

さ
れ

て
い

る
（

専
門

家
報

告
：

別
紙

１
）

。
 

• 
活

動
の

進
捗

状
況

に
つ

い
て

、
Ｃ

／
Ｐ

と
と

も
に

確
認

を
行

う
。

 
M
ド

ッ
ク

処
分

場
の

改
善

工
事

お
よ

び
第

三
国

研
修

実
施

に
計

画
当

初
に

比
較

し
一

部
遅

れ
が

出
た

ほ
か

は
、

概
ね

計
画

通
り

に
活

動
を

実
施

し
て

い
る

。
 

 
2-

2.
マ

ネ
ジ

メ

ン
ト

体
制

/モ
ニ

タ
リ

ン
グ

体

制
 

1.
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

と
資

源
開

発
省

、
専

門
家

チ
ー

ム
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

 

 
C

/P
機

関
が

複
数

に
分

か
れ

て
い

る
中

で
、

TC
/S

TC
等

の
参

加
を

通
じ

て
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー

シ
ョ

ン
が

ど
の

よ
う

に
図

ら
れ

た
か

検
討

が

必
要

。
 

 2.
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
調

査
 

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

向
上

目
標

項
目

の
設

定
及

び
図

り
方

及
び
「

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ
・
評

価
実

施

手
順

」
の

手
法

が
適

正
な

の
か

、
課

題
を

反
映

し
て

い
る

の
か

に
つ

い
て

検
討

が
必

要
。

 

• 
専

門
家

チ
ー

ム
-資

源
開

発
省

-専
門

家
チ

ー
ム

間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
状

況
、

TC
/S

TC
等

の
活

用
状

況
を

確
認

す
る

。
 

    • 
特

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

で
活

用
さ

れ
て

い
る

「
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
項

目
」

設
定

、
実

施
手

順
、

評
価

結
果

の
妥

当
性

を
確

認
す

る
。

 

• 
評

価
を

行
う

こ
と

に
よ

る
C

/P
へ

の
イ

ン
セ

ン
テ

1.
専

門
家

チ
ー

ム
・

資
源

開
発

省
と

コ
ロ

ー
ル

州
政

府

の
間

で
、

T/
C
は

27
回
、

PE
EC

の
打

ち
合

わ
せ

は
24
回

、

ST
/C
は

４
回

開
催

さ
れ

て
お

り
、
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
等

で

も
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

等
に

は
双

方
問

題
が

な
い

と
の

回
答

を
得

て
い

る
。
た

だ
し

、
ST

/C
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

機
能

が
十

分
で

は
な

い
と

の
意

見
が

出
さ

れ
た

。
 

  2.
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
評

価
項

目
に

つ
い

て
は

、
専

門
家

チ

ー
ム

お
よ

び
C

/P
で

合
同

評
価

チ
ー

ム
を

作
成

し
、

個

人
・
組

織
・
社
会

レ
ベ

ル
に

つ
い

て
の

評
価

項
目

を
設

定
し

、
評

価
を

確
実

に
実

施
し

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

    
3.
駐

在
員

事
務

所
に

よ
る

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

 
 

ィ
ブ

の
付

与
や

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

活
発

化
が

見
ら

れ
る

か
、

調
査

す
る

。
 

• 
評

価
調

査
結

果
で

は
、

C
/P
の

能
力

向
上

が
認

め
ら

れ
る

が
、

評
価

の
方

法
論

に
つ

い
て

は
必

要
で

あ
れ

ば
、

改
善

策
に

つ
い

て
内

部
及

び
Ｃ

／
Ｐ

と
検

討
す

る
。

 
 • 
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
結

果
が

次
の

A
ct

io
nに

上
手

く
反

映
さ

れ
て

い
る

か
を

確
認

し
、

セ
ル

フ
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

方
法

と
し

て
の

有
効

性
を

検
討

す

る
。

 
  

れ
た

。
評

価
方

法
論

に
つ

い
て

は
、

特
に

C
/P
側

か
ら

も
変

更
の

要
望

は
寄

せ
ら

れ
な

か
っ

た
。

 
   3.
駐

在
員

事
務

所
で

は
、

ST
/C
及

び
T/

C
、

PE
EC

等
の

打
ち

合
わ

せ
に

、
積

極
的

に
所

長
・
企
画

調
査

員
が

出

席
し

、
分

任
監

督
者

と
し

て
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

等
の

確
認

と
と

も
に

、
次

年
度

計
画

に
あ

た
っ

て
も

、

専
門

家
チ

ー
ム

と
意

見
交

換
を

適
宜

実
施

し
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
 

 
2-

3.
カ

ウ
ン

タ

ー
パ

ー
ト

の
配

置
状

況
 

資
源

開
発

省
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

に
お

い
て

、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

ダ
イ

レ
ク

タ
ー

の
頻

繁
な

異

動
が

見
ら

れ
る

が
、
十

分
な

案
件

の
引

継
ぎ

等

が
行

わ
れ

て
い

る
か

確
認

す
る

。
ま

た
、
主

な

C
/P
が

コ
ロ

ー
ル

州
、

資
源

開
発

省
と

コ
ロ

ー

ル
州

と
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

が
、
関

連
す

る

部
局

で
あ

る
環

境
保

全
局
・
大
統

領
府

環
境

対

策
調

整
室
・
保
健

省
の

、
技

術
移

転
や

TC
等

へ

の
参

加
状

況
・
具

体
的

な
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動

へ
の

か
か

わ
り

状
況

に
つ

い
て

確
認

を
行

う
。

• 
C

/P
の

配
置

状
況

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
具

体
的

な

関
与

状
況

を
確

認
す

る
。

 

⇒
「

自
立

発
展

性
」

と
の

関
連

で
も

検
討

。
 

資
源

開
発

省
・
コ

ロ
ー

ル
州
・

EQ
PB

の
各

１
名

が
中

心
的

な
役

割
を

占
め

て
お

り
、

財
務

省
及

び
保

健
省

、

大
統

領
府

環
境

対
策

調
整

室
等

と
の

関
係

機
関

と
の

連
携

も
ST

/C
を

通
じ

て
円

滑
に

実
施

さ
れ

て
い

る
。

た
だ

、
専

門
家

よ
り

、
資

源
開

発
省

公
共

事
業

局
の

廃

棄
物

担
当

者
が

現
状

ほ
ぼ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
ャ

ー
１

人
で

担
当

し
て

い
る

実
情

に
対

し
て

、
組

織
拡

充

と
C

/P
充

実
に

つ
い

て
の

意
見

が
出

さ
れ

た
。

 

 
2-

4.
上

位
機

関

等
の

関
係

組
織

の
理

解
度

 

「
国

家
廃

棄
物

処
理

基
本

政
策

及
び

行
動

計
画

」
に

つ
い

て
は

、
資

源
開

発
省

が
多

省
と

の
取

り
ま

と
め
・
関

係
調

整
の

権
限

を
持

っ
て

い
る

中
で

、
多

省
と

の
調

整
を

ど
の

よ
う

に
行

っ
て

い
る

か
確

認
す

る
。
報

告
書

等
の

中
で

も

関
連

機
関

の
連

携
等

が
課

題
と

し
て

指
摘

さ

れ
て

い
る

。
 

• 
専

門
家

チ
ー

ム
が

資
源

開
発

省
大

臣
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

知
事

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

重
視

し
て

い
る

点
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

に
プ

ラ
ス

に
働

い
て

い
る

と
言

え
る

か
。

大
臣

・
州

知
事

の
関

与
は

、
局

長
及

び
C

/P
自

身
の

コ
ミ

ッ

ト
、
意

欲
に

影
響

を
与

え
て

い
る

と
言

え
る

か
。

• 
上

位
機

関
や

意
思

決
定

者
と

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ST

/C
メ

ン
バ

ー
に

資
源

開
発

省
大

臣
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

知
事

が
参

加
し

て
お

り
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
に

つ
い

て
は

適
宜

確
認

し
て

い
る

。
た

だ
、

C
/P

側
か

ら
も

政
策
・
財
政

的
な

支
援
・
バ

ッ
ク

ア
ッ

プ
な

ど
の

不
足

が
指

摘
さ

れ
て

お
り

、
M

/M
で

記
載

を
し

て
、

今
後

の
改

善
を

促
し

た
。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

ま
た

、
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

と
資

源
開

発
省

と

の
間

で
、

最
終

廃
棄

物
処

分
場

に
か

か
る

維

持
・
管

理
の

権
限

等
が

、
当

初
の

コ
ロ

ー
ル

州

に
移

管
さ

れ
る

。
 

ョ
ン

を
図

る
こ

と
が

、
チ

ー
フ

リ
ー

ダ
ー

の
役

割
と

し
て

重
要

と
評

価
さ

れ
る

場
合

、
教

訓
へ

繋
げ

る
。

 

⇒
「

自
立

発
展

性
」

や
「

イ
ン

パ
ク

ト
」

と
の

関
連

で
も

検
討

。
 

   
3.

妥
当

性
 

3-
1.

 相
手

国
の

ニ
ー

ズ
 

【
事

前
評

価
表

か
ら

】
 

首
都

コ
ロ

ー
ル

に
立

地
す

る
M
ド

ッ
ク

処

分
場

は
中

央
政

府
に

よ
り

数
十

年
に

わ
た

っ

て
不

適
正

な
埋

め
立

て
管

理
が

継
続

さ
れ

、
国

家
財

源
と

し
て

も
重

要
な

観
光

に
も

悪
影

響

を
与

え
て

い
る

中
で

新
規

埋
め

立
て

処
分

場

の
建

設
の

目
処

が
立

っ
て

い
な

い
中

で
、
新

規

埋
め

立
て

処
分

場
の

建
設

の
目

処
も

立
っ

て

い
な

い
中

で
、
廃

棄
物

の
増

加
に

よ
る

将
来

の

埋
め

立
て

容
量

の
逼

迫
も

懸
念

さ
れ

て
い

る
。

・
 パ

ラ
オ

政
府

側
、

専
門

家
チ

ー
ム

か
ら

の
聞

き
取

り
結

果
、

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

評
価

等
か

ら
、

事
前

調
査

時
か

ら
の

廃
棄

物
管

理
を

取
り

巻
く

状
況

に
変

化
が

あ
れ

ば
、

把
握

を
行

う
。

 

 
3-

2.
 相

手
国

政

策
と

の
整

合
性

パ
ラ

オ
国

開
発

政
策

と
の

整
合

性
 

パ
ラ

オ
政

府
は

廃
棄

物
問

題
を

緊
急

か
つ

重
要

問
題

と
し

て
認

識
し

、
総

合
的

な
廃

棄
物

管
理

シ
ス

テ
ム

の
構

築
を

進
め

よ
う

と
し

て

い
る

。
（

事
前

評
価

表
か

ら
）

 
 

 ・
 国

家
開

発
計

画
20

20
で

環
境

管
理

分
野

が
ど

う
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

か
、

大
統

領
演

説
等

か
ら

見
ら

れ
る

政
策

の
重

要
性

を
確

認
す

る
。

 
 

M
ド

ッ
ク

の
改

善
工

事
の

進
捗

及
び

市
民

啓
発
・
環

境
教

育
な

ど
を

通
じ

て
、
適

正
な

廃
棄

物
管

理
に

対
す

る
国

民
の

関
心

は
ま

す
ま

す
高

ま
っ

て
お

り
、
政

策
と

し
て

も
、
新

し
い

デ
ポ

ジ
ッ

ト
制

を
含

ん
だ

リ
サ

イ
ク

ル
法

、
K

SG
リ

サ
イ

ク
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

な
ど

が
進

め

ら
れ

て
い

る
。

 

そ
の

ほ
か

、
SP

EP
の

地
域

戦
略

、
環

境
保

全
を

目

指
す

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

チ
ャ

レ
ン

ジ
、

PI
R

R
IC

な
ど

の

地
域

戦
略
・
プ
ロ

グ
ラ

ム
の

方
向

性
と

も
合

致
し

て
い

る
。

 

 
3-

3.
日

本
の

援

助
政

策
と

の
整

合
性

 

外
務

省
「

大
洋

州
地

域
に

対
す

る
政

府
開

発
援

助
（

O
D

A
）

の
考

え
方

」
 

20
06

年
5月

の
「

第
４

回
太

平
洋

・
島

サ
ミ

ッ

ト
」
で

採
択

さ
れ

た
「

沖
縄

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ

プ
」
に

お
い

て
５

つ
の

重
要

課
題

の
１

つ
と

し

て
、

持
続

可
能

な
開

発
が

挙
げ

ら
れ

て
い

る
。

・
 日

本
国

の
政

策
及

び
JI

C
A
の

国
別

事
業

実
施

計

画
と

の
整

合
性

に
つ

い
て

確
認

さ
れ

て
い

る
。

・
 左

記
通

り
確

認
さ

れ
た

。
 

そ
の

他
、

事
前

評
価

以
降

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

取
り

巻
く

環
境

（
政

策
、

経
済

、
社

会
な

ど
）

の
変

化
は

な
い

か
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

20
04

年
6月

に
経

済
協

力
政

策
協

議
を

行
い

、

「
環

境
」
「

観
光

」
「
漁

業
」
の

３
つ

を
わ

が

国
の

対
パ

ラ
オ

経
済

協
力

の
重

点
分

野
と

す

る
こ

と
を

合
意

し
て

い
る

。
 

 JI
C

A
国

別
事

業
実

施
計

画
 

20
06

年
度

国
別

実
施

計
画

で
は

、「
教
育
」「

保

健
」
「

環
境

」
「

産
業

振
興

」
「

公
共

サ
ー

ビ

ス
」
を

JI
C

A
の

重
点

援
助

分
野

と
す

る
。
環

境

分
野

で
は

、
観

光
資

源
で

あ
る

自
然

環
境

や
景

観
に

悪
影

響
を

及
ぼ

し
て

い
る

廃
棄

物
問

題

に
焦

点
を

当
て

る
こ

と
を

重
点

と
し

て
い

る
。

  
 

3-
4.
手

段
と

し

て
の

適
切

性
 

【
事

前
評

価
表

か
ら

】
 

JI
C

A
は

20
00
年

度
よ

り
地

域
国

際
機

関
で

あ

る
SP

R
EP

、
W

H
O

/W
PR

O
 

(世
界

保
健

機
構

西
部

太
平

洋
事

務
所

)と
の

連
携

の
下

に
大

洋

州
島

嶼
諸

国
に

適
し

た
廃

棄
物

管
理

の
指

導
、

助
言

を
行

っ
て

お
り

、
SP

R
EP

所
在

地
の

サ
モ

ア
を

中
心

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

を
行

っ

て
き

た
。
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
大

洋
州

で
の

こ

れ
ま

で
の

知
見

、
経

験
に

基
づ

い
た

適
正

規

模
、

適
正

技
術

に
よ

る
改

善
を

意
図

し
て

お

り
、
パ

ラ
オ

国
の

よ
う

な
小

島
嶼

国
に

ふ
さ

わ

し
い

も
の

で
あ

る
。

 
 タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

選
定

の
妥

当
性

 
C

/P
の

に
つ

い
て

適
当

か
確

認
す

る
。

 
  

・
 パ

ラ
オ

国
側

、
専

門
家

チ
ー

ム
か

ら
の

聞
き

取
り

等
か

ら
、

左
記

の
事

項
に

つ
い

て
確

認
及

び
合

意
を

得
る

 

⇒
「

効
率

性
」

と
の

関
連

で
も

検
討

。
 

 

狭
い

国
土

の
中

で
の

最
終

処
分

場
と

し
て

数
十

年
に

わ
た

り
利

用
さ

れ
て

き
た

M
ド

ッ
ク

の
改

善
工

事
、
環

境
教

育
・
住

民
発

活
動

の
推

進
に

つ
い

て
は

、
パ

ラ
オ

国
民

に
大

き
な

イ
ン

パ
ク

ト
を

与
え

て
い

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

サ
モ

ア
で

進
め

ら
れ

て
い

る
SP

R
EP

で
の

第
三

国
研

修
等

と
の

効
果

的
な

連
携

を
進

め
る

こ
と

で
、

効
率

性
も

高
ま

る
と

考
え

ら
れ

る
。

 
 タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ
・
タ

ー
ゲ

ッ
ト

エ
リ

ア
に

つ
い

て
は

、
限

ら
れ

た
投

入
の

中
で

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

へ
の

成

果
の

波
及

は
困

難
で

あ
り

、
他

方
、
サ

モ
ア

で
実

施
中

の
JI

C
A
広

域
廃

棄
物

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

り
、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

、
マ

ー
シ

ャ
ル

諸
国

へ
の

支
援

も
可

能

な
こ

と
か

ら
、

PD
M
の

記
載

か
ら

も
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア

の
項

目
は

外
す

こ
と

と
な

っ
た

。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

4.
有

効

性
(予

測
) 

4-
1.
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
見

込
み

 

専
門

家
チ

ー
ム

報
告

に
よ

る
と

、
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
概

ね
順

調
に

達
成

さ
れ

る

見
込

み
で

あ
る

（
専

門
家

報
告

：
別

紙
１

）
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標
：
中

央
政

府
及

び
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

の
廃

棄
物

管
理

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ

が
強

化
さ

れ
る

。
 

指
標
：
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
時

に
開

始
時

に
比

べ
て

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

向
上

目
標

項
目

の
７

割

以
上

が
改

善
さ

れ
る

。
 

専
門

家
自

己
評

価
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
を

実
施

し
、
各

成
果

を
達

成
す

る
こ

と
に

よ
り

、
改

善
目

標
項

目
は

満
足

さ
れ

る
た

め
、
成

果
を

着
実

に
達

成
す

る

こ
と

に
よ

り
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

達
成

さ

れ
る

見
通

し
で

あ
る

。
 

（
20

07
年

2月
時

点
）

 

１
．

 社
会

・
制

度
レ

ベ
ル

 
30

％
改
善

 

２
．

 組
織

レ
ベ

ル
 

 
 
 

27
%
改
善

 

３
．

 個
人

レ
ベ

ル
 

 
 
 

48
%
改
善

 

 
個

人
レ

ベ
ル

の
能

力
向

上
に

関
し

て
、

一
部

Ｃ
／

Ｐ
が

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
積

極
的

に
参

加

し
て

い
な

い
状

況
が

認
め

ら
れ

て
お

り
、
評

価

対
象

と
す

べ
き

か
が

課
題

。
 

  

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

状
況

・
見

込
み

の
確

認
を

行
う

。
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

を
阻

害
・

促
進

す
る

要
因

が
あ

る
か

検
討

を
行

う
。

 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
で

中
央

政
府

と
記

載
す

る
こ

と
で

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

が
あ

い
ま

い
に

な
ら

な
い

か
、

廃
棄

物
管

理
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

の
意

味
を

明
ら

か
に

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
言

葉
の

説
明

内
容

に
つ

い
て

先
方

と
ア

明
ら

か
に

す
る

。
 

・
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

指
標

で
設

定
し

た
「

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

向
上

目
標

項
目

」
で

、
制

度
・

社
会

レ
ベ

ル
の

33
項

目
、

組
織

レ
ベ

ル
の

62
項

目
、

個
人

レ
ベ

ル
の

20
~4

0項
目

の
設

定
が

妥
当

か

ど
う

か
、

絞
り

込
む

必
要

が
な

い
か

ど
う

か
を

検
討

す
る

。
 

⇒
「

指
標

の
再

構
成

」
に

お
い

て
検

討
。

 
  

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
中

で
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

３

つ
の

成
果

の
達

成
度

が
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
中

間
時

点
に

お
い

て
40

％
か
ら

60
％

で
あ

り
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標

の
達

成
見

込
み

が
高

い
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。
一

方
で

国
家

廃
棄

物
管

理
計

画
を

作
成

し
て

い
く

た
め

の
具

体
的

な
手

順
が

見
出

さ
れ

て
い

な
い

状
況

な
ど

、
い
く

つ
か

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
達

成
に

影
響

す
る

と
思

わ
れ

る
い

く
つ

か
の

負
の

要
因

が
見

ら
れ

た
。

 
 プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

外
部

要
因

に
つ

い
て

も
見

直

し
を

行
っ

た
。

 

 
4-

2.
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

ア
ウ

「
成

果
１

．
廃
棄

物
処

分
量

を
削

減
す

る
た

め

の
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画

案
が

策
定

さ
れ

る
」
、
「

成
果

２
．
コ

ロ
ー

ル
州

に
お

け
る

環

境
や

健
康

の
リ

ス
ク

を
抑

制
す

る
た

め
に

既

 
成

果
３

に
つ

い
て

の
「

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

」
へ

の
影

響
に

つ
い

て
、

先
方

機
関

と
検

討
す

る
。

 
 

成
果

３
の

「
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
」

に
か

か
る

記
載

の
見

直
し

を
行

っ
た

。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

ト
プ

ッ
ト

の
結

果
も

た
ら

さ
れ

る
も

の
か

。
 

存
の

廃
棄

物
処

分
方

法
が

改
善

さ
れ

る
」
、「

成

果
３

．
パ

ラ
オ

共
和

国
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
の

廃
棄

物
関

連
機

関
の

関
係

者
が

教
育

訓

練
さ

れ
る

」
、
以

上
３

つ
の

成
果

を
通

じ
て
「
廃

棄
物

管
理

の
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
向

上
」
に

つ
な

が

る
と

理
解

さ
れ

る
。
た

だ
、
「

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

諸
国

の
廃

棄
物

関
連

機
関

の
関

係
者

の
教

育

訓
練

」
と

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

向
上

の
関

係
性

が
若

干
わ

か
り

に
く

い
。

 
 

5.
効

率

性
 

5-
1.
ア

ウ
ト

プ

ッ
ト

の
達

成
度

専
門

家
チ

ー
ム

報
告

に
よ

る
と

、
３

つ
の

成

果
と

も
概

ね
順

調
に

達
成

さ
れ

る
見

通
し
（

専

門
家

報
告

：
別

紙
１

）
。

 

成
果

１
：
廃

棄
物

処
分

量
を

削
減

す
る

た
め

の

国
家

廃
棄

物
管

理
計

画
（
案
）
が

策
定

さ
れ

る
。

・
Ｔ

／
Ｃ

に
お

い
て

固
形

廃
棄

物
管

理
計

画
（

Ｉ
Ｓ

Ｗ
Ｍ

Ｐ
）

の
修

正
案

や
最

近

の
廃

棄
物

管
理

の
課

題
に

つ
い

て
は

積

極
的

に
議

論
が

な
さ

れ
て

い
る

が
、

そ

の
Ｉ

Ｓ
Ｗ

Ｍ
Ｐ

修
正

版
を

も
と

に
作

成

さ
れ

る
「

廃
棄

物
処

理
基

本
計

画
及

び

行
動

計
画

策
定

」
（

Ｎ
Ｓ

Ｗ
Ｍ

Ｐ
）

の

作
成

見
通

し
に

つ
い

て
は

、
注

意
深

く

見
守

る
必

要
性

が
出

て
い

る
。

 

・
 
コ

ロ
ー

ル
州

の
分

別
収

集
・

リ
サ

イ
ク

ル
促

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（

Ｋ
Ｓ

Ｇ
プ

ロ

ジ
ェ

ク
ト

）
に

つ
い

て
、

Ｎ
Ｓ

Ｗ
Ｍ

Ｐ

に
盛

り
込

む
必

要
が

あ
る

、
実

現
性

と

持
続

性
の

あ
る

分
別

収
集

や
リ

サ
イ

ク

ル
の

戦
略

・
活

動
計

画
を

盛
り

込
む

た

め
に

活
動

を
支

援
す

る
こ

と
は

意
義

深

・
 ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
の

達
成

状
況

・
見

込
み

の
確

認
を

行
う

。
 

・
 成

果
１

の
進

め
方

に
つ

い
て

、
大

臣
レ

ベ
ル

に
確

認
す

る
と

と
も

に
、

Ｃ
／

Ｐ
に

今
後

の
進

め
方

の
課

題
を

確
認

す
る

。
特

に
専

門
家

チ
ー

ム
よ

り
指

摘
さ

れ
て

い
る

「
文

書
作

成
の

キ
ャ

パ
シ

テ
ィ

の
不

足
」

に
つ

い
て

は
、

ど
の

よ
う

な
キ

ャ
パ

シ
テ

ィ
向

上
策

が
必

要
と

さ
れ

て
い

る
か

を
Ｃ

／
Ｐ

協
議

の
場

で
確

認
す

る
。

 

・
 Ｉ

Ｓ
Ｗ

Ｍ
Ｐ

へ
の

支
援

、
Ｋ

Ｓ
Ｇ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
支

援
が

、
Ｎ

Ｓ
Ｗ

Ｍ
Ｐ

へ
の

支
援

に
直

接
結

び
つ

く
活

動
内

容
で

あ
る

こ
と

を
、

Ｃ
／

Ｐ
と

確
認

す
る

。
 

       

＜
成

果
１

＞
 

・
成

果
１

に
つ

い
て

は
、
国

家
廃

棄
物

計
画

作
成

に
つ

い
て

は
、

19
99
年

に
作

成
さ

れ
た

が
正

式
承

認
に

は
至

っ
て

い
な

い
、
国

家
廃

棄
物

管
理

計
画
（

IS
EM

P）
の

見
直

し
等

が
進

め
ら

れ
て

き
た

が
、
今

後
の

具
体

的
な

進
め

方
に

つ
い

て
は

十
分

な
計

画
が

立
っ

て
い

な
い

状
況

で
あ

る
。
ま

た
、
今

後
国

家
計

画
作

成
に

当
た

っ

て
、

C
/P
４

人
が

作
成

者
と

し
て

任
命

さ
れ

て
い

る
が

、

通
常

の
業

務
も

あ
る

中
で

、
現

状
で

は
本

計
画

作
成

へ

の
能

力
・
人

員
体

制
も

十
分

で
は

な
い

点
が

指
摘

さ
れ

た
。

 

・
K

SG
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

支
援

は
N

SW
M

Pへ
の

支
援

に
直

接
結

び
つ

く
活

動
内

容
で

あ
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

い
と

判
断

さ
れ

る
。

主
な

活
動

は
、

①

住
民

協
力

に
よ

る
ご

み
の

分
別

排
出

を

伴
う

ご
み

の
分

別
収

集
シ

ス
テ

ム
の

形

成
、

②
リ

サ
イ

ク
ル

セ
ン

タ
ー

に
お

け

る
資

源
ご

み
の

回
収

、
③

リ
サ

イ
ク

ル

セ
ン

タ
ー

集
中

型
コ

ン
ポ

ス
ト

化
施

設

に
よ

る
厨

芥
類

の
コ

ン
ポ

ス
ト

化
で

あ

り
、

分
別

収
集

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

建
設

、

分
別

収
集

に
関

す
る

環
境

教
育

啓
発

活

動
を

支
援

し
て

い
る

。
 

 成
果

２
：
コ

ロ
ー

ル
州

に
お

け
る

環
境

や
健

康

の
リ

ス
ク

を
抑

制
す

る
た

め
に

既
存

の
廃

棄

物
処

分
方

法
が

改
善

さ
れ

る
。

 

・
 
Ｍ

ド
ッ

ク
処

分
場

改
善

第
二

期
工

事
ス

テ
ー

ジ
３

は
、

第
３

年
次

に
実

施
、

完

了
予

定
で

あ
る

。
た

だ
、

Ｓ
Ａ

Ｍ
Ｒ

Ｏ

社
に

よ
る

ス
ク

ラ
ッ

プ
回

収
作

業
の

進

捗
次

第
で

、
計

画
通

り
の

作
業

に
遅

延

が
生

じ
る

可
能

性
が

あ
る

。
 

・
 
Ｍ

ド
ッ

ク
処

分
場

管
理

・
運

営
マ

ニ
ュ

ア
ル

は
、

専
門

家
チ

ー
ム

と
Ｃ

／
Ｐ

と

の
協

議
を

重
ね

た
結

果
、

20
06
年

度
に

完
成

さ
れ

た
。

 
 成

果
３
：
パ

ラ
オ

共
和

国
及

び
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア

諸
国

の
廃

棄
物

関
連

機
関

の
関

係
者

が
教

育

訓
練

さ
れ

る
。

 

・
 
第

１
回

国
内

Ｗ
Ｓ

が
開

催
さ

れ
、

20
07

年
度

も
開

催
さ

れ
る

見
通

し
。

地
域

Ｗ

Ｓ
は

20
07

年
6月

に
開

催
予

定
で

現
在

          ・
 成

果
２

で
主

要
な

柱
と

な
っ

て
い

る
、

当
初

20
06

年
度

ま
で

に
完

了
す

る
見

込
み

だ
っ

た
工

事
に

つ
い

て
、

雨
天

及
び

廃
棄

物
処

分
場

の
堆

積
物

の
関

連
で

、
20

07
年

度
ま

で
延

長
し

た
と

の
報

告
も

あ
り

、
そ

の
背

景
に

つ
い

て
、

Ｃ
／

Ｐ
及

び
専

門
家

チ
ー

ム
と

確
認

す
る

。
 

・
 Ｍ

ド
ッ

グ
処

分
場

の
管

理
・

運
営

マ
ニ

ュ
ア

ル
は

す
で

に
作

成
さ

れ
て

お
り

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

内
容

に
沿

っ
た

運
営

改
善

の
指

導
、

内
容

の
妥

当
性

確
認

手
法

に
つ

い
て

、
Ｃ

／
Ｐ

と
意

見
交

換
を

行
う

。
 

   
・
成

果
３

の
進

め
方

で
、
国

内
Ｗ

Ｓ
、
地

域
Ｗ

Ｓ

の
内

容
（

計
画

含
む

）
、
回

数
、
実

施
方

法
が

妥

当
で

あ
る

か
を

団
内

で
検

討
し

、
内

容
に

つ
い

て

Ｃ
／

Ｐ
側

と
確

認
を

行
う

。
 

 

          ＜
成

果
２

＞
 

成
果

２
の

M
ド

ッ
ク

改
善

工
事

は
20

07
年

10
月

ま
で

に
完

了
す

る
見

通
し

で
あ

り
、

M
ド

ッ
ク

処
分

場
の

運

営
維

持
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

は
20

06
年

度
に

完
成

し
た

。

今
後

の
課

題
は

、
M
ド

ッ
ク

改
善

工
事

の
進

捗
と

維
持

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

活
用

で
あ

り
、
成

果
２

の
達

成
見

通
し

は
十

分
高

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 
       ＜

成
果

３
＞

 

国
内

W
Sは

20
06

年
度

１
回

開
催

さ
れ

、
20

07
年

度
に

さ
ら

に
１

回
開

催
さ

れ
る

予
定

で
あ

り
、

地
域

W
Sは

20
06
年

度
中

に
計

画
さ

れ
た

内
容

で
20

07
年

度
に

開
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

準
備

を
進

め
て

い
る

。
い

ず
れ

も
回

数

は
明

言
さ

れ
て

い
な

い
の

で
、

Ｐ
Ｄ

Ｍ

上
で

ど
の

よ
う

に
捉

え
る

か
課

題
。

 

・
 
特

に
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
へ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
拡

大
に

つ
い

て
、

明
確

に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
中

で
位

置
づ

け

て
お

ら
ず

、
地

域
Ｗ

Ｓ
１

回
だ

け
の

活

動
に

と
ど

ま
る

可
能

性
が

高
く

、
成

果

の
指

標
と

し
て

こ
の

内
容

が
適

正
化

を

検
討

す
る

必
要

が
あ

る
。

 

・
 
指

標
に

は
明

確
な

記
載

が
な

い
が

、
環

境
教

育
・

住
民

啓
発

活
動

を
実

施
し

て

き
た

。
成

果
３

の
教

育
訓

練
と

し
て

位

置
づ

け
て

よ
い

の
か

を
確

認
す

る
。

 
   

・
 
地

域
Ｗ

Ｓ
の

位
置

づ
け

、
あ

り
方

に
つ

い

て
、
Ｓ

Ｐ
Ｒ

Ｅ
Ｐ

と
の

関
連

を
含

め
、
国

内

関
係

機
関
（

地
域

部
・
外

務
省

等
）
と

協
議

し
、
今

後
の

方
向

性
を

つ
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
現

段
階

で
は

、
パ

ラ
オ

国
内

の
廃

棄

物
管

理
Ｃ

Ｄ
が

活
動

の
中

心
と

な
る

中
で

、

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

諸
国

へ
の

成
果

拡
大

に
つ

い
て

は
、
当

初
の

想
定

よ
り

も
低

く
な

る
可

能
性

が
高

い
。
た

だ
、
上

位
目

標
及

び
そ

の

指
標

に
も

明
確

に
位

置
づ

け
ら

れ
て

い
る

た
め

、
さ

ら
に

具
体

的
な

手
法

を
検

討
し

て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 

【
対

処
方

針
会

議
等

で
確

認
】

 
 
・
環

境
教

育
・
住

民
啓

発
活

動
の

位
置

づ
け

、
Ｐ

Ｄ
Ｍ

の
記

載
の

仕
方

を
含

め
て

、
成

果
３

に
位

置

づ
け

る
方

向
で

、
Ｐ

Ｄ
Ｍ

改
定

案
に

反
映

さ
せ

る
。

 

催
す

る
予

定
で

あ
る

。
 

地
域

W
Sに

つ
い

て
は

、
本

年
7月

以
降

は
、
サ

モ
ア

の

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
「

大
洋

州
廃

棄
物

管
理

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
と

連
携

の
う

え
、
同

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
よ

る
活

動
の

可
能

性
を

検
討

す
る

。
 

環
境

教
育
・
市
民

啓
発

に
つ

い
て

は
、

O
JT
を

通
じ

て

職
員

の
能

力
強

化
が

図
ら

れ
て

お
り

、
活

動
と

し
て

も

関
係

者
か

ら
高

い
評

価
を

得
て

い
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
た

。
成

果
３

の
指

標
お

よ
び

活
動

項
目

と
し

て
位

置

づ
け

る
こ

と
が

確
認

さ
れ

た
。

 

   

5-
2.
投

入
の

量
、

質
、

タ
イ

ミ
ン

グ
 

  

専
門

家
の

投
入

計
画

 

直
営

技
プ

ロ
は

、
長

期
専

門
家

が
年

間
を

通

し
て

現
地

活
動

を
行

う
た

め
、
相

手
国

側
の

ス

ピ
ー

ド
に

合
わ

せ
た

活
動

が
で

き
る

の
に

対

し
、
民

活
の

場
合

は
、
短

期
専

門
家

の
集

合
体

で
、

限
ら

れ
た

期
間

で
成

果
を

出
す

た
め

に
、

相
手

国
の

進
捗

に
合

わ
せ

る
こ

と
が

で
き

ず
、

C
/P
が

相
談

し
た

い
時

に
専

門
家

が
不

在
と

な

る
場

合
も

あ
る

。
 

 
機

材
の

選
定

と
投

入
の

タ
イ

ミ
ン

グ
 

機
材

投
入

は
専

門
家

投
入

や
Ｍ

ド
ッ

ク
建

設

・
 民

活
技

プ
ロ

の
専

門
家

M
M
、

投
入

計
画

の
考

え

方
等

に
つ

い
て

、
議

論
を

行
う

［
日

本
側

で
の

み
協

議
］

。
 

    ・
 機

材
投

入
の

タ
イ

ミ
ン

グ
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
に

ど
う

影
響

し
た

か
に

つ
い

て
調

査
し

、
投

入
時

期
の

あ
り

方
に

つ
い

て
議

論
を

行
う

。
 

［
日

本
側

で
の

み
協

議
］

 
 

特
に

環
境

教
育
・
市

民
啓

発
に

つ
い

て
は

一
部

専
門

家

の
投

入
計

画
の

事
前

の
す

り
あ

わ
せ

が
不

十
分

な
点

も
見

ら
れ

、
今

後
改

善
を

促
す

こ
と

と
な

っ
た

。
 

       機
材

の
選

定
と

投
入

に
つ

い
て

は
適

切
に

実
施

さ
れ

た
と

判
断

さ
れ

る
。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

等
の

タ
イ

ミ
ン

グ
に

合
わ

せ
て

適
切

に
実

施

さ
れ

た
と

判
断

さ
れ

る
 

  
6.

イ
ン

パ
ク

ト
 

6-
1.
上

位
目

標

の
達

成
見

込
み

指
標

１
 
パ

ラ
オ

で
自

国
の

固
形

廃
棄

物
管

理

戦
略

が
様

々
な

会
合

等
で

公
表

さ
れ

る
。

 
指

標
１

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

中
で

、
既

存
固

形
廃

棄

物
管

理
計

画
（
Ｉ

Ｓ
Ｗ

Ｍ
Ｐ

）
見

直
し

及
び

国

家
廃

棄
物

処
理

基
本

政
策

及
び

行
動

計
画
（

Ｎ

Ｓ
Ｗ

Ｍ
Ｐ

）
の

作
成

が
進

む
中

で
、
Ｎ

Ｓ
Ｗ

Ｍ

Ｐ
が

作
成

さ
れ

た
結

果
、
公

表
さ

れ
る

見
通

し

で
あ

る
。

 
  指

標
２

 
固

形
廃

棄
物

の
モ

デ
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

３
年

以
内

、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
の

少
な

く
と

も
１

つ
の

国

で
導

入
さ

れ
る

。
 

指
標

２
 

他
国

へ
の

波
及

・
イ

ン
パ

ク
ト

に
つ

い
て

は
、

成
果

３
で

記
し

た
地

域
Ｗ

Ｓ
１

回
の

開
催

の

み
で

あ
り

、
具
体

的
な

波
及

の
仕

方
に

つ
い

て

さ
ら

に
検

討
を

進
め

て
い

く
必

要
が

あ
る

。
 

 
 

・
 Ｃ

／
Ｐ

の
継

続
的

な
廃

棄
物

関
連

機
関

へ
の

人
員

配
置

と
適

正
な

予
算

配
分

が
な

さ
れ

る
こ

と

が
、

上
位

目
標

達
成

に
向

け
た

外
部

条
件

と
な

っ
て

い
る

。
人

員
・

予
算

面
の

措
置

に
つ

い
て

パ
ラ

オ
側

か
ら

聞
き

取
り

を
行

う
。

 

・
 パ

ラ
オ

国
が

考
え

る
国

家
廃

棄
物

管
理

戦
略

及
び

長
期

的
ビ

ジ
ョ

ン
に

つ
い

て
聞

き
取

り
を

行

う
。

 
   ・
 現

状
で

は
地

域
Ｗ

Ｓ
１

回
の

開
催

及
び

Ｓ
Ｐ

Ｒ
Ｅ

Ｐ
研

修
へ

の
Ｃ

／
Ｐ

派
遣

な
ど

を
実

施
し

た

が
、

具
体

的
な

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

諸
国

へ
の

導
入

の
手

法
、

Ｓ
Ｐ

Ｒ
Ｅ

Ｐ
等

と
の

連
携

手
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
 

 

上
位

目
標

の
指

標
１

に
つ

い
て

は
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
上

位
目

標
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

が
予

想
さ

れ
て

い
る

が
、
指

標
２

に
つ

い
て

は
、
ミ

ク

ロ
ネ

シ
ア

諸
国

を
対

象
と

し
た

１
回

の
地

域
W

Sで
の

達
成

は
困

難
と

判
断

さ
れ

た
。

 
指

標
設

定
に

つ
い

て

は
よ

り
明

確
に

す
る

た
め

に
、
見

直
し

を
行

い
「

国
家

廃
棄

物
計

画
が

合
意

さ
れ

実
施

さ
れ

る
」
と

変
更

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
 

 
6-

2.
上

位
目

標

の
設

定
は

適
切

か
 

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
で

あ
る

固
形

廃
棄

物

管
理

に
か

か
る

中
央

政
府

お
よ

び
コ

ロ
ー

ル

政
府

の
能

力
向

上
」

を
図

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

「
廃

棄
物

管
理

に
関

す
る

コ
ロ

ー
ル

州
の

成

功
経

験
が

パ
ラ

オ
共

和
国

の
他

の
州

及
び

ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
地

域
の

各
国

に
波

及
す

る
」
と

い

・
 ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
と

の
連

携
、

成
果

の
波

及
、

政
策

へ
の

反
映

の
方

針
に

つ
い

て
、

パ
ラ

オ
側

か
ら

聞
き

取
り

を
行

う
と

と
も

に
、

今
後

の
具

体
的

な
手

法
に

つ
い

て
議

論
を

行
う

。
 

 

・
 ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
と

の
連

携
は

、
20

06
年

度
か

ら

開
始

し
た

サ
モ

ア
の

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

「
大

洋
州

廃
棄

物
管

理
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」

の
第

三

国
研

修
の

枠
等

で
対

応
す

る
こ

と
と

し
、

上
位

目

標
に

つ
い

て
は

、
「

コ
ロ

ー
ル

州
で

の
成

功
経

験

が
継

続
し

、
パ

ラ
オ

の
他

州
に

広
が

る
」

と
国

内
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

う
上

位
目

標
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

が
あ

る
と

、
整

理
さ

れ
る

と
考

え
る

。
た

だ
、
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア

諸
国

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
に

つ
い

て
は

、
具

体
的

な
手

法
を

検
討

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

 
  

・
 必

要
で

あ
れ

ば
、

ス
ー

パ
ー

ゴ
ー

ル
目

標
の

設
定

を
検

討
す

る
。

 

に
限

定
し

た
も

の
で

設
定

を
行

う
こ

と
と

し
た

。
 

7.
自

立

発
展

性
 

い
 

7-
1.
制
度

的
・
組

織
的

・
人

員
的

側
面

 

廃
棄

物
管

理
行

政
に

か
か

る
各

機
関

の
連

携

状
況

の
強

化
 

資
源

開
発

省
の

ほ
か

、
多

く
の

省
庁

に
所

轄

権
限

が
分

散
し

て
お

り
、
資

源
開

発
省

が
ど

こ

ま
で

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
を

将
来

的
に

取
れ

る

か
、

確
認

す
る

必
要

が
あ

る
。

 
 資

源
開

発
省

と
コ

ロ
ー

ル
州

担
当

課
の

組

織
・

人
員

体
制

の
強

化
 

＜
資

源
開

発
省

公
共

事
業

局
廃

棄
物

管
理

オ

フ
ィ

ス
＞

 

各
州

の
廃

棄
物

管
理

の
指

導
的

役
割

を
果

た
す

べ
く

、
①

各
州

へ
の

指
導

や
他

国
と

の
連

携
、
②

環
境

教
育
・
啓

発
推

進
機

能
を

追
加

し

た
形

で
の

、
人

員
・

組
織

強
化

が
20

07
年

1月
に

大
統

領
府

に
提

案
さ

れ
承

認
さ

れ
た

。
た

だ
、
新

組
織

確
立

の
た

め
の

追
加

予
算

の
申

請

手
続

き
を

進
め

て
い

る
が

、
国

政
府

は
厳

し
い

財
政

状
況

に
あ

る
こ

と
か

ら
、
追

加
予

算
の

承

認
は

得
ら

れ
て

い
な

い
。

 

（
現

状
）

 

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

１
人

、
処

分
場

管
理

者
１

人
、
処

分
場

機
材

オ
ペ

レ
ー

タ
ー

１
人

、
機

材

メ
カ

ニ
ッ

ク
２

人
 

・
 最

新
の

廃
棄

物
管

理
行

政
の

関
連

部
局

の
職

務
分

担
に

つ
い

て
、

パ
ラ

オ
側

か
ら

確
認

を
行

う
。

・
 「

イ
ン

パ
ク

ト
」

の
項

目
と

同
様

に
、

行
政

の
整

備
方

針
に

つ
い

て
、

シ
リ

ア
側

か
ら

確
認

を
行

う
と

と
も

に
、

今
後

の
展

開
の

あ
り

方
に

つ
い

て
議

論
を

行
う

。
 

 
・
 

20
07

年
１

月
の

新
組

織
設

立
方

針
の

現
状

、

具
体

的
な

設
立

見
通

し
に

つ
い

て
、
大

統
領

府
及

び
資

源
開

発
省

に
確

認
す

る
。
特

に
予

算
の

見
通

し
を

確
認

す
る

。
 

           
・

 
コ

ロ
ー

ル
州

の
組

織
・
人

員
体

制
の

今
後

の

・
資

源
開

発
省

公
共

事
業

局
は

廃
棄

物
管

理
に

関
す

る

組
織

を
強

化
し

、
予

算
に

つ
い

て
も

、
公

共
事

業
局

の

中
で

廃
棄

物
の

予
算

を
明

確
に

分
化

す
る

こ
と

が
確

認
さ

れ
て

い
る

。
 

 ・
ポ

ジ
ッ

ト
制

度
を

含
ん

だ
リ

サ
イ

ク
ル

法
案

が
可

決

さ
れ

た
り

、
新

し
い

リ
サ

イ
ク

ル
課

金
制

度
等

の
検

討

が
進

ん
だ

り
し

て
い

る
ほ

か
、
コ

ロ
ー

ル
州

独
自

の
リ

サ
イ

ク
ル

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
開

始
す

る
な

ど
、
国

家
と

し
て

の
廃

棄
物

管
理

の
強

化
に

つ
い

て
検

討
が

進
め

ら
れ

て
い

る
。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

（
新

体
制

）
 

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

１
人

、
調

整
役

２
人

、

Ed
uc

at
or

 ２
人

、
Ｍ

ド
ッ

ク
処

分
場

関
係

９
人

、

総
務

１
人

 
 ＜

コ
ロ

ー
ル

州
公

共
事

業
部

廃
棄

物
管

理
事

務
所

＞
 

Ｋ
Ｓ

Ｇ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

立
ち

上
げ
・
運

営

を
受

け
、

20
05
年

度
の

当
初

人
員

が
４

名
だ

っ

た
が

、
20

07
年

現
在

で
６

名
に

増
加

し
、
更

に

今
後

も
増

員
の

見
通

し
と

な
っ

て
い

る
。
予

算

に
つ

い
て

は
、
Ｋ

Ｓ
Ｇ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の

関

連
で

増
加

傾
向

と
な

っ
て

い
る

。
 

     ＜
Ｍ

ド
ッ

ク
処

分
場

管
理

主
体

に
つ

い
て

＞
 

現
在

Ｐ
Ｄ

Ｍ
で

示
さ

れ
て

い
る

Ｍ
ド

ッ
ク

処

分
場

の
管

理
主

体
が

国
政

府
か

ら
Ｋ

Ｓ
Ｇ

に

移
管

さ
れ

る
こ

と
が

合
意

さ
れ

る
と

い
う

外

部
条

件
そ

の
も

の
は

、
「

廃
棄

物
管

理
に

関
す

る
費

用
に

つ
い

て
捻

出
可

能
な

機
関

が
、
処

分

場
を

運
営

す
る

こ
と

を
廃

棄
物

管
理

能
力

の

向
上

と
み

な
す

」
と

す
る

考
え

に
基

づ
き

設
定

さ
れ

て
い

る
が

、
現

在
現

地
で

は
、
Ｍ

ド
ッ

ク

我
満

杯
に

な
っ

て
か

ら
は

、
処

分
場

は
コ

ロ
ー

ル
州

以
外

に
開

発
さ

れ
る

可
能

性
が

高
く

、
現

在
資

源
開

発
省

が
運

営
維

持
管

理
を

継
続

す

見
通

し
に

つ
い

て
、
コ

ロ
ー

ル
州

政
府

に
確

認
す

る
。

 

・
 
他

州
の

廃
棄

物
管

理
オ

フ
ィ

ス
の

状
況
・
実

際
に

廃
棄

物
計

画
が

策
定

さ
れ

た
場

合
に

対
応

が
可

能
か

ど
う

か
確

認
を

行
う

。
 

 
・

人
員

の
出

入
り

が
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
ど

の

よ
う

な
影

響
を

与
え

、
今

後
、

ど
こ

ま
で

組

織
と

し
て

維
持

、
発

展
で

き
る

の
か

、
ど

う

す
れ

ば
担

保
で

き
る

の
か

、
議

論
を

行
う

 
  最

終
処

分
場

管
理

主
体

体
制

の
国

の
見

通
し

を
確

認
し

、
現

実
的

に
予

算
・
人

員
が

裏
付

け
ら

れ
た

内

容
な

の
か

、
国

の
一

括
管

理
で

運
営

が
で

き
る

の
か

を
含

め
て

、
現

地
で

確
認

し
、
必

要
に

応
じ

て
Ｐ

Ｄ

Ｍ
の

外
部

条
件

を
変

更
す

る
。

 

・
コ

ロ
ー

ル
州

の
組

織
・
人

員
体

制
は

こ
の

３
年

間
で

強
化

が
図

ら
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

マ
ネ

ジ
ャ

ー
・

ST
/C
議

長
な

ど
重

要
な

役
割

を
担

う
C

/P
は

特
に

変
遷

し
て

い
な

い
。

 

・
他

州
に

つ
い

て
も

廃
棄

物
管

理
部

門
及

び
担

当
者

が

任
命

さ
れ

て
お

り
、

能
力

強
化

が
必

要
な

状
況

で
あ

る
。

 
   ・
最

終
処

分
場

の
管

理
体

制
は

、
資

源
開

発
省

で
の

管

理
が

実
施

さ
れ

る
見

通
し

。
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

る
こ

と
が

大
ま

か
な

方
針

と
し

て
示

さ
れ

て

い
る

。
 

 
 

7-
3.

 財
政

的
側

面
 

中
央

政
府
（

資
源

開
発

省
等

）
で

は
、

20
06

年

10
月

の
首

都
移

転
に

伴
い

、
財

政
が

逼
迫

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。
実

際
に

新
組

織
設

立
に

あ

た
っ

て
も

、
具
体

的
な

財
政

的
裏

づ
け

は
十

分

取
れ

て
い

な
い

可
能

性
が

あ
る

。
Ｍ

ド
ッ

ク
の

管
理

も
資

源
開

発
省

に
委

ね
ら

れ
る

中
で

、
財

政
的

見
通

し
の

確
認

が
必

要
。

 
 コ

ロ
ー

ル
州

政
府

で
は

、
Ｋ

Ｓ
Ｇ

プ
ロ

ジ
ェ

ク

ト
の

開
始

に
伴

い
、
予

算
・
人

員
配

置
の

強
化

を
進

め
て

い
る

。
 

  

・
 20

05
、

20
06

年
度

の
予

算
措

置
が

適
切

に
行

わ
れ

た
か

ど
う

か
を

確
認

す
る

。
 

・
 現

状
で

は
十

分
と

は
い

え
な

い
も

の
の

、
廃

棄
物

に

関
す

る
予

算
は

年
々

増
加

し
て

い
る

状
況

で
あ

る
。

国
家

予
算

で
は

、
20

08
年

度
以

降
（

20
07
年

10
月

か
ら

）
、

廃
棄

物
管

理
を

一
つ

の
予

算
科

目

と
し

て
立

ち
上

げ
る

予
定

。
 

8.
そ

の

他
 

 
＜

Ｐ
Ｄ

Ｍ
修

正
に

つ
い

て
＞

 

・
 
上

位
目

標
、
成

果
３

と
も

関
連

す
る

が
、

①
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
へ

の
イ

ン
パ

ク

ト
を

現
状

の
活

動
の

枠
組

み
の

中
で

ど

う
担

保
し

て
い

く
か

、
②

環
境

教
育

・

市
民

啓
発

の
位

置
づ

け
を

ど
の

よ
う

に

行
う

か
を

検
討

す
る

。
 

・
 
活

動
と

成
果

の
指

標
が

同
じ

内
容

に
な

っ
て

お
り

、
こ

の
内

容
で

よ
い

か
。

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

現
状

に
あ

わ
せ

活
動

を

詳
細

化
す

る
こ

と
も

検
討

す
る

。
 

・
 
成

果
３

の
指

標
が

、
Ｗ

Ｓ
の

回
数

だ
け

に
な

っ
て

い
る

が
、

具
体

的
な

指
標

と

し
て

適
切

か
。

 

・
 Ｓ

Ｐ
Ｒ

Ｅ
Ｐ

と
の

連
携

に
つ

い
て

具
体

的
な

評
価

を
行

う
。

 

・
 PD

M
の

変
更

に
つ

い
て

は
、
日

本
側

に
詳

細
に

検

討
を

行
っ

た
上

で
、
Ｃ

／
Ｐ

と
再

度
確

認
す

る
。

先
方

と
協

議
の

上
、

以
下

内
容

の
変

更
を

合
意

し
た

。
 

・
ミ

ク
ロ

ネ
シ

ア
諸

国
（

ミ
ク

ロ
ネ

シ
ア

連
邦

、
マ

ー

シ
ャ

ル
）
へ

の
経

験
の

拡
大

→
P
D
M
よ

り
削

除
（

サ
モ

ア
で

実
施

中
の

広
域

廃
棄

物
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
り

対
応

）
 

・
環

境
教

育
/
啓

発
活

動
の

P
D
M
上

で
の

明
示

 

・
S
A
M
L
O
社

に
よ

る
M
ド

ッ
ク

処
分

場
に

お
け

る
ス

ク

ラ
ッ

プ
回

収
活

動
を

、
処

分
場

改
善

工
事

実
施

ス
ケ

ジ

ュ
ー

ル
に

大
き

な
影

響
を

与
え

か
ね

な
い

外
部

条
件

と
し

て
P
D
M
に

追
加

 

・
そ

の
他

、
当

初
P
D
M
で

は
意

味
が

不
明

瞭
で

あ
っ

た

表
現

を
、

よ
り

具
体

的
に

表
示

 

 

そ
の

他
、

自
立

発
展

性
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か
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項
目

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

特
徴

・
現

状
・

課
題

 
対

処
方

針
・

調
査

内
容

 
調

査
結

果
 

・
 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

外
部

条
件

「
Ｃ

／
Ｐ

が
廃

棄
物

管
理

分
野

で
の

勤
務

を
継

続
す

る
」

の
み

で
よ

い
か

。
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